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熊本県議会 総務常任委員会会議記録第 ２ 回

平成19年６月19日（火曜日）

午前10時０分開議

午後０時37分閉会

本日の会議に付した事件

平成19年度主要事業等説明

議案第１号 平成19年度熊本県一般会計補

正予算（第１号）

議案第２号 政治倫理の確立のための熊本

県知事の資産等の公開に関する条例の一

部を改正する条例の制定について

議案第３号 熊本県職員等退職手当支給条

例等の一部を改正する条例の制定につい

て

議案第４号 熊本県恩給並びに他の地方公

共団体の退職年金及び退職一時金の基礎

となるべき在職期間と職員の退職年金及

び退職一時金の基礎となるべき在職期間

との通算に関する条例の一部を改正する

条例の制定について

議案第５号 熊本県職員等恩給条例の一部

を改正する条例の制定について

議案第６号 熊本県手数料条例の一部を改

正する条例の制定について

議案第７号 熊本県税条例の一部を改正す

る条例の制定について

議案第12号 熊本県後期高齢者医療広域連

合の公平委員会の事務の委託を受けるこ

ことについて

議案第15号 平成19年度熊本県一般会計補

正予算（第２号）

報告第１号 平成18年度熊本県一般会計繰

越明許費繰越計算書の報告についてのう

ち

請第２号 消費税の増税に反対する意見書

の提出に関する請願

請第３号 県立劇場にパイプオルガンの設

置促進に関する請願

閉会中の継続審査（所管事務調査）につい

て

報告事項

① 熊本県職員行動規範の策定及び内部通

報制度の外部窓口設置について

② 熊本県中小企業振興基本条例への取組

みについて

③ 熊本県行財政改革基本方針に基づく平

成18年度実施計画の取組結果について

④ 市町村合併の推進について

⑤ 九州新幹線を活用した熊本づくり

⑥ 農業試験場跡地の利活用策の検討状況

について

⑦ 川辺川ダムに関する取組みについて

⑧ 物品調達等に関する入札・契約制度に

ついて

出席委員（８人）

委 員 長 中 原 隆 博

副委員長 小早川 宗 弘

委 員 西 岡 勝 成

委 員 竹 口 博 己

委 員 早 川 英 明

委 員 鎌 田 聡

委 員 吉 田 忠 道

委 員 浦 田 祐三子

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

総合政策局

局 長 木 本 俊 一

総括審議員兼次長 高 木 奎 一

企画課長 内 田 安 弘

秘書課長 岡 本 哲 夫

政策調整監 永 松 俊 雄
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広報課長 山 本 理

総務部

部 長 原 田 正 一

総括審議員兼次長 正 木 暠

次 長 木 村 利 昭

危機管理監 奥 村 良 博

首席総務審議員

兼人事課長 田 崎 龍 一

総務事務センター長 田 上 勲

行政経営課長 小 嶋 一 誠

私学文書課長 楢木野 史 貴

首席総務審議員

兼職員課長 山 野 陽 一

財政課長 市 川 靖 之

首席総務審議員

兼管財課長 古 澤 哲 男

税務課長 富 田 健 治

市町村総室長 松 見 辰 彦

市町村総室副総室長 村 山 栄 一

危機管理・防災消防

総室長 坂 田 正 充

危機管理・防災消防

総室副総室長 野 田 克 巳

男女共同参画・パート

ナーシップ推進課長 広 崎 史 子

地域振興部

部 長 小 宮 義 之

理 事 上 野 信 一

次 長 黒 田 豊

次 長 川 口 弘 幸

川辺川ダム対策監 河 野 靖

首席政策審議員

兼地域政策課長 梅 本 茂

地域政策監 神 谷 将 広

川辺川ダム総合対策課長 田 嶋 徹

情報企画課長 松 永 正 男

文化企画課長 由 解 幸四郎

国際課長 園 田 素 士

交通対策総室長 小 林 豊

交通対策総室副総室長 菅 純一郎

首席統計審議員

兼統計調査課長 甲 斐 良 一

出納局

局 長 出 水 信 治

会計課長 藤 本 玉 留

管理調達課長 坂 本 友 春

人事委員会事務局

局 長 若 本 隆 治

首席総務審議員

兼総務課長 髙 原 秀 男

公務員課長 田 中 明

監査委員事務局

局 長 金 田 和 洋

第一課長 児 玉 邦 秋

第二課長 柳 田 幸 子

議会事務局

局 長 新 開 忠 

次 長 正 木 重 臣

首席総務審議員

兼総務課長 畑 坂 純 夫

議事課長 吉 良 洋 三

政務調査課長 小 原 忠 隆

事務局職員出席者

議事課課長補佐 宮 﨑 聖

政務調査課課長補佐 武 田 正 宣

午前10時０分開議

○中原隆博委員長 ただいまから、第２回総

務常任委員会を開会いたします。

まず、開会に当たりまして一言ごあいさつ

を申し上げます。さきの第１回総務常任委員

会におきまして、委員長に選出させていただ

。 、きました中原隆博でございます 本委員会は

本県の重要な分野における施策につきまし

て、総括して審議を進めていただき、また、

県政の推進を図るものであると、このように

認識をいたしております。今後１年間、十分

な審議ができますよう誠心誠意、円滑な委員

会運営に努めてまいりたいと思いますので、
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委員各位におかれましては、御指導、御鞭撻

を賜りますようよろしくお願いを申し上げた

いと思います。

また、執行部におかれましても、円滑な運

営に御協力いただきますよう心からお願いを

申し上げたいと存じます。簡単ではあります

けれども、開会に当たりましてのごあいさつ

とさせていただきたいと思います。どうぞよ

ろしくお願いいたします。

それでは、続きまして小早川副委員長から

もごあいさつをお願い申し上げます。

○小早川宗弘副委員長 皆さんおはようござ

います。さきの第１回総務常任委員会におき

まして副委員長に選出いただきました小早川

宗弘と申します。本委員会において、中原委

員長をしっかりと支えながら、そして県政に

とって大変重要な意義を持つ議題について審

議されるかと思いますけれども、活発な議論

が行われますよう、また、充実した委員会に

なりますよう努力していきたいというふうに

思っております。委員各位並びに執行部の皆

様方におかれましては御協力のほどをよろし

。 、くお願いをいたします 簡単ではありますが

ごあいさつとさせていただきます。よろしく

お願いします。

○中原隆博委員長 ありがとうございまし

た。

それでは、初めに、今回付託されました請

第２号について提出者から趣旨説明の申し出

があっておりますので、これを許可したいと

思います。

請第２号についての説明者を入室させてく

ださい。

（請第２号の説明者入室)

○中原隆博委員長 おはようございます。

説明者の方に申し上げさせていただいきた

いと思います。毎回おいでいただいておりま

すので、おわかりだと思いますけれども、請

願書の写し等は前もって配付させていただい

ておりますので、説明の方は簡潔に要領よく

お願い申し上げたいと思います。どうぞ。

（請第２号の説明者の趣旨説明)

○中原隆博委員長 ありがとうございまし

。 。 、た 請願の趣旨はよくわかりました この後

審査いたしますので、本日はこれにてお引き

取りいただきますよう、よろしくお願い申し

上げます。ありがとうございました。

（請第２号の説明者退室)

○中原隆博委員長 次に、議事次第３でござ

いますけれども、幹部職員紹介でございます

が、お手元に配付しております配席表及び役

付職員名簿によって紹介にかえたいと思いま

す。１年間、このメンバーで審議を行います

ので、よろしくお願い申し上げたいと思いま

す。たくさんの皆様方がいらっしゃいますの

で、配席表をもって御紹介にかえさせていた

だきたいと思います。よろしくお願い申し上

げます。

それでは、主要事業及び新規事業の説明で

ございますけれども、この説明に入りたいと

思います。各課長から資料に従いまして、説

明をお願い申し上げます。質疑は付託議案等

について執行部の説明を求めた後、一括して

お受けしたいと思いますが、これに御異議ご

ざいませんか。

（｢異議なし」と呼ぶ者あり)

○中原隆博委員長 それでは、そのようにい

たしたいと思います。なお、審査を効率よく

進めるために、執行部の説明は簡潔に要領よ

くお願いいたしたいと思います。初めに内田

企画課長。

○内田企画課長 企画課でございます。資料

の４ページをお願いいたします。

、 。まず 広域開発行政促進事業でございます

全国知事会や九州地方知事会等に関する経費

で各会議を通じて国等に対し、県の検討、提

案する施策が反映されるよう要望し、その実
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現を図るものでございます。

２の総合計画推進事業は、県総合計画の実

現に向けた進捗管理を行い計画の実効性の確

保を図るものでございます。

３、新規でございますが、全国知事会議熊

本県開催事業でございます。熊本で初めてと

なる全国知事会議を本年７月に開催するもの

で、総務大臣や全国の知事を初め約400人規

模の来県者が見込まれることから、この機会

に熊本の魅力を全国にアピールしたいという

ふうに考えております。

４、ユニバーサルデザイン推進事業でござ

います。ユニバーサルデザインの普及啓発や

ユニバーサルデザインアドバイザーの派遣、

ユニバーサルデザイン展示施設の管理運営等

を行うものでございます。

５、新規事業でございます。ユニバーサル

デザイン実践普及事業、年間のうちで期間を

限定いたしまして、ＵＤウイークということ

で開催いたします。民間団体等のすぐれたユ

ニバーサルデザインの製品やサービスの表

彰、ユニバーサルデザインの展示等、ユニバ

ーサルデザインの実践に重点を置いた啓発活

動を集中的に実施するものです。

６、自律移動支援プロジェクト推進事業で

ございます。このプロジェクトは情報通信技

術を活用し、例えばバスに乗る場合、今いる

場所でどのバス停からどのバスに乗ればいい

か、次のバスはいつ出るのかなどがすぐわか

るようになるなど簡単で安心、快適な移動を

支援する仕組みづくりのことですけれども、

昨年度、国土交通省と連携して水道町交差点

付近での実証実験を行いました。その成果を

踏まえ本年度は商店街情報を初め各種情報の

内容の充実に取り組むものでございます。ま

た、新幹線全線開業を見据え熊本駅周辺での

同プロジェクトの実用化に向けてその可能性

と課題の検討を行うとともに、パレアでの展

示等を通して県民への普及啓発を行ってまい

ります。

７、政策評価事業です。成果を重視する行

政の実現を図るため、サービスの受け手であ

る県民の視点から重点施策を総合的に評価

し、その評価結果をさらなる政策の重点化や

事業の改善、見直しにつなげるものでござい

ます。

以上でございます。よろしく御審議をお願

いします。

○岡本秘書課長 秘書課でございます。主な

業務といたしましては、知事、副知事の秘書

に関する業務、叙勲などの栄転に関する事務

及び県政の重要課題のための調査、調整業務

を担当しております。

主要事業につきましては、説明資料の５ペ

ージをお願いいたします。

まず、重要政策調整事業でございますが、

年度途中で発生した事案や県政の重要課題に

対処するため、必要な調査、調整または事業

を行うものでございます。

２の部局別重要政策調整事業でございます

が、各部局における各種課題につきまして必

要な調査や研究を行うものでございます。

以上でございます。

○山本広報課長 広報課の山本でございま

す。よろしくお願いいたします。資料の６ペ

ージ、７ページをお願いいたします。

まず、６ページの１の広報事業でございま

すが、県の魅力を県内外に広く発信し、県民

に対する説明責任を果たすため、さまざまな

広報媒体を活用して効果的な広報を行ってま

いります。具体的には、広報誌「県からのた

より」の発行、ホームページの拡充、また、

新聞紙上への広告やテレビ・ラジオによる県

政広報番組等を通じて県の重要施策や県民生

活にかかわりの深い情報を積極的に提供して

まいります。

次に、７ページの２の報道対応でございま

すが、県が施策を推進していく上では県民と
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情報を共有し、理解、協力を得ながら直面す

る課題に取り組んでいくことが重要であると

思っております。そのため県民への有効な情

報伝達手段であるマスコミを通じた広報活動

が非常に重要だと認識しております。積極的

なパブリシティ展開を図るよう努めてまいり

ます。

次に、３の広聴事業でございますが、これ

は熊本県政モニター、県政ふれあい教室、知

事への直行便の事業がございますが、これら

に寄せられるさまざまな意見、提言の効果的

な活用を図り、県と県民との協働が十分に促

進されるような広聴事業に努めてまいりま

す。

４の相談事業等でございますが、これは本

館や新館１階の受付業務等でございます。

以上、よろしくお願いいたします。

、 。○中原隆博委員長 次に 総務部に移ります

○田崎人事課長 人事課でございます。資料

の８ページをお願いいたします。

人事課におきましては、人事、組織定数、

職員給与に関する業務を中心に行っておりま

すけれども、主要な事業として３項目を出さ

せていただいております。

まず、１の人材育成ビジョンについてでご

ざいます。本県を取り巻く社会情勢の変化に

的確に対応していくためには、人材の育成が

不可欠であるとの認識のもと、平成19年３月

に人材育成ビジョンを策定いたしておりま

す。説明の１をごらんいただきたいと思いま

すが、本県の求めます気づき、描き、実現す

る職員を育成するために、３に掲げてありま

すような、４つの基本的な方向に重点的に取

り組みますとともに、４に掲げておりますよ

うな具体的な取り組みに努めていくというこ

とにしております。既に取り組みを実施して

いる項目もございますが、今後、平成20年度

までにすべての分野での取り組みを順次実施

に移してまいります。

９ページをごらんいただきたいと思いま

す。

次に、２の地域振興局の見直しについてで

ございます。平成18年９月に地域振興局にお

ける現状と課題、業務の広域的な集約の考え

方等を記載しました見直し素案、中間取りま

とめを策定公表し、その後、市町村及び関係

団体からの意見聴取を行ってまいりました。

現在、市町村等からの意見を踏まえ、個別具

体的な業務集約等のあり方等を検討いたして

おります。今後、見直し素案として取りまと

め、再度県議会を初め市町村等の意見を聞き

ながら方針を決定する予定でございます。

最後に、３の包括外部監査の実施について

でございます。包括外部監査制度は地方自治

法に義務づけられているものであり、本県で

も平成11年度から実施しているものでござい

ます。本年度も昨年度に引き続き公認会計士

の荒木幸介氏にお願いすることといたしてお

ります。

人事課は以上でございます。よろしくお願

いいたします。

○田上総務事務センター長 総務事務センタ

ーでございます。資料の10ページをお願いい

たします。

総務事務センターは、本年４月に総務部に

新設されスタートをしたところでございま

す。主要新規事業は、庶務事務の集中化でご

ざいます。庶務事務につきましては、一部の

事務を平成17年度に庶務事務システムを導入

、 、して効率化 省力化を図ってまいりましたが

さらに同システムなどを活用して、より一層

の効率化、省力化を目指しまして、通勤、扶

養などの諸手当の認定等の給与事務、旅費事

務、臨時職員、非常勤職員の賃金、報酬の支

払事務、共済、互助会等の福利厚生関係の事

務の中で、全庁的に集約し一元処理がなじむ

業務についての集中化に取り組むものでござ
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います。集中化に向けてのスケジュールは、

今年度後半に知事部局の本庁について、諸手

当の給与事務から段階的に実施をいたしまし

て、来年度には知事部局すべてにおいて、最

初に申し上げた事務についての集中化を行う

予定といたしておるところでございます。

以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。

○小嶋行政経営課長 行政経営課の小嶋でご

ざいます。資料の11ページをお願い申し上げ

ます。

行政経営課は、行財政改革の推進に係る企

画調整と県出資団体の指導、調整等を担当し

ております。

１の行財政改革の推進でございますが、平

成17年の２月に策定をいたしました熊本県行

財政改革基本方針に基づきまして、本年２月

に全庁各部局の取り組みをまとめました平成

19年度の実施計画を策定し公表したところで

ございます。全庁的に取り組む行革の内容で

ございますが、(１)の行政改革につきまして

は、県行政の効率化に向けた組織体制の見直

しや、県の役割の再構築に向けました業務の

見直しに取り組むこととしておりまして、本

、 、 、庁組織 地域振興局の見直し 職員数の削減

民間委託等の推進等を進めてまいります。

(２)の財政改革につきましては、選択と集中

による経営資源配分の重点化や歳入歳出構造

等の見直しに取り組むこととしてございま

す。(３)の意識改革につきましては、県政運

営の基本理念でございますパートナーシップ

とユニバーサルデザインの浸透や、人材育成

ビジョン等に基づく取り組みの推進等を進め

ていくこととしております。

２の行財政改革推進事業につきましては、

行政経営課の実施する事業でございまして、

県出資団体等の見直し状況の進行管理を行う

ほか、指定管理者制度導入施設に対する利用

者調査や職員の意識改革等を行うものでござ

います。

以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。

○楢木野私学文書課長 私学文書課長の楢木

野です。よろしくお願いいたします。

当課の主要事業について御説明いたしま

す。12ページをごらんください。

１点目が私学の振興でございます。私立学

校の教育条件の維持向上あるいは保護者負担

の軽減などを目的としまして、各私立学校に

対し経常費の助成を行っております。説明欄

に各学校種別の予算額を記載しております

が、その右側に生徒１人当たりの単価を載せ

ております。この単価等をもとに予算を計上

しております。また、その他説明欄の２以下

のとおり、私立幼稚園における特別支援教育

への補助や、子育て支援事業への補助を行っ

ております。

２点目に公立大学法人熊本県立大学の支援

でございます。熊本県立大学がなぜ私学の担

当部局だとお思いの先生方もいらっしゃるか

、 、もしれませんけれども 当私学文書課が以前

文教課と称していたころから、県立大学の前

身熊本女子大学を所管していた関係で、引き

続き所管いたしております。県立大学は、昨

年４月１日に公立大学法人に移行いたしまし

た。これに伴い公立大学法人支援事業の(１)

に記載しておりますが、大学の業務の財源に

充てるために運営交付金10億4,000万円余を

交付したり 次の13ページですけれども (２)、 、

にありますように、法人の業務実績の評価等

を行う評価委員会の運営を行っております。

３点目に新たな公益法人制度の導入準備で

ございます。公益法人制度につきましては、

来年の12月までに従来の民法に基づく制度が

改正されまして、そこの①から③に記載して

いるとおり制度改革が行われます。具体的に

は一般社団法人、一般財団法人、または公益

社団法人、公益財団法人という４つの類型が
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創設されます。そのための認定等に必要とな

る合議制機関の設置などを今年度、制度導入

の準備ということで行うものでございます。

なお、既存の今ある民法法人は、経過措置が

ありまして、新法の施行から５年以内にこの

４つの類型のいずれかに移行するか、あるい

は解散することになります。移行に際し混乱

が生じないよう十分指導してまいります。

続きまして、14ページをごらんください。

４及び５に記載のとおり、情報公開条例に基

づく開示請求に関する助言指導や個人情報保

護条例に基づき、県が保有する個人情報の取

り扱いの適正化を推進しております。

以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。

○山野職員課長 職員課長の山野でございま

す。よろしくお願い申し上げます。

資料の15ページをお願いいたします。職員

研修事業でございますが、昨年度、策定いた

しました職員研修基本方針に基づいて実施を

してまいります。具体的にはここに記載して

おります３点の基本的な考え方を踏まえまし

て、必修それから選択、特別研修等を実施し

てまいります。受講者としては約2,500名を

見込んでおります。

次の16ページをお願いいたします。

職員の健康管理につきましては、毎年度、

定期健康診断等を実施し、疾病の予防や早期

発見に努めております。また、共済組合ある

いは職員互助会と一体となりまして、人間ド

ック等の各種健康管理事業を行うことといた

しております。さらに長時間勤務による健康

障害の防止対策といたしまして、産業医によ

ります所属長あるいは職員への健康指導を実

施いたしますほか、職員の心の健康づくりと

して、ストレス相談やメンタルヘルスに関す

る職員研修を実施してまいります。なお、以

上の健康管理の充実を図るため、今年度から

新たに嘱託の産業医を配置しております。

職員課は以上でございます。よろしくお願

い申し上げます。

○市川財政課長 財政課でございます。資料

の17ページをお願いいたします。平成19年度

予算の概要を御説明申し上げます。

１番目は当初予算編成の基本的な考え方で

ございます。厳しい財政状況の中にあっても

元気で明るい熊本づくりを着実に進める予算

としたところでございます。また、そのため

に参考として書いてございますように、予算

編成の手法においても重点スキームによる予

算編成などを工夫したところでございます。

２番目は収支の状況でございます。３段落

、 、目にありますように 予算規模は7,319億円

７年ぶりのプラス予算となったところでござ

います。ただし、プラス予算ということで県

財政にゆとりが出たというわけではなく、そ

こに書いてございますような義務的な経費な

どの伸びによりまして必然的にプラスになら

ざるを得なかったところでございます。

次の18ページは関係数値でございます。

次に、19ページは行財政改革の取り組みで

ございますが、給与構造改革、職員数削減な

。 、どを行っておるところでございます しかし

２段落目にありますように、依然として来年

度以降も高い水準で要調整額が見込まれると

ころから行財政改革をさらに加速させていく

必要があるところでございます。

次に、20ページをお願いいたします。予算

の中で重点的に取り組んだ事項でございます

けれども、(１)の重点施策、それから(２)の

ユニバーサルデザイン、パートナーシップな

どに重点的に取り組む予算というふうに19年

度予算をしておるところでございます。

最後に三位一体改革の税源移譲の結果をま

とめております。21ページの方の資料をごら

んください。左側が全国ベース、右側が本県

ベースでございますが、本県ベースをごらん

いただきますと、18年度に経過的な税源移譲
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、として所得譲与税288億円がございましたが

19年度は個人住民税として移譲される額を19

0億円と見込んでおります。この差額は理論

上は地方交付税で調整されることとなってお

りますが、交付税総額の抑制によりまして財

源調整機能が低下しており、こういったこと

が最近の税源格差の是正議論につながってい

ると考えております。今後、国に対して税源

偏在の少ない地方税財政制度の構築を働きか

けていきたいと考えております。

説明は以上でございます。

○古澤管財課長 管財課の古澤でございま

す。よろしくお願いいたします。お手元の資

料の22ページをお願いいたします。

管財課の今年度の主要事業でございます

が、１番に書いておりますのが、財産の管理

処分でございます。説明欄に書いております

ように、県有財産の有効活用または売却の促

進を図るということで、県有財産の利活用の

状況と見直しを踏まえまして、売却や有償貸

付等を積極的に行うこととしております。今

年度は、東京にありました三田職員宿舎ほか

15件の物件を売却することにしておりまし

て、売却目標額としては11億円を計上してお

ります。

２番目は庁舎等の管理でございます。庁舎

等の保全と維持管理ということでございます

が、(１)に書いておりますように、庁舎の管

理業務ということで、電気、ガス、水道等の

エネルギーにつきましては、そこにあります

法律、これは略して省エネ法といっておりま

すが、これに基づいた運転業務に努めること

としております。(２)に書いております庁舎

等の維持補修業務、これにつきましては県庁

舎等の清掃、それから設備の保全、保守点検

等を実施しまして、適正な執務環境の保全と

来庁舎等の安全の確保に努めるということに

しております。

管財課は以上でございます。よろしくお願

いいたします。

○富田税務課長 税務課でございます。23ペ

ージの項目は県税収入の確保でございますけ

れども、24ページに平成19年度の県税予算額

の一覧表をつけてございますので、そちらの

方で御説明をしたいと思います。

平成19年度の当初予算の総額は全体としま

しては、平成18年度と比較しまして260億円

余、17.9％の増収を見込んでおります。増収

の主なものは、税源移譲や定率減税の廃止に

よりまして個人県民税が224億円余、また景

気の回復基調や分割基準の改正等により法人

事業税を44億円余の増と見込んでおります。

、 、 、また 一方 減収の方でございますけれども

軽油需要の減によりまして軽油引取税を12億

円、また、新規登録台数の減によりまして自

動車税を５億円程度減収と見込んでございま

す。これらの税収確保のために税務課としま

しては、税務基本方針や税務運営計画を策定

しまして、また、税収確保対策会議を開催す

ることで本年度予算額の確保に努めてまいり

たいというふうに考えております。

以上でございます。

○松見市町村総室長 市町村総室の松見で

す。どうぞよろしくお願いいたします。資料

の25ページをお願いいたします。

主要事業といたしまして市町村合併推進事

業を御説明いたします。市町村合併につきま

しては、県といたしましても、これまで旧合

併特例法のもとで推進してきたところでござ

いますけれども、その結果、現在では48市町

村になったところでございます。今後は合併

しました市町村に対する支援とともに、いま

だ小規模町村も多数あることから、引き続き

合併新法下におきましても、市町村合併を推

進することとしております。このため、庁内

に設置しております市町村合併推進本部を引

き続き設置いたしますとともに、合併した市
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町村への支援、合併新法に基づく合併推進に

取り組んでいるところでございます。なお、

今後の取り組み等につきましては、後ほど報

告事項の中で御説明させていただきたいと思

。 、 、います なお 予算額４億2,400万円のうち

合併した市町村に対する県の交付金が４億円

となっております。

以上でございます。

○坂田危機管理・防災消防総室長 危機管

理・防災消防総室でございます。26ページを

お願いいたします。

まず、１番の国民保護対策でございますけ

れども、武力攻撃などの有事や大規模テロの

発生時における国民保護措置等を定めました

県の国民保護計画を17年度に策定したところ

でございますが、本年度はこの計画の実効性

を確保するため、訓練の実施、マニュアル規

定等の整備を行うこととしております。

次に、２番目の防災行政の推進でございま

す。まず、(１)の熊本県総合防災訓練につき

ましては、本年度も９月２日に開催する予定

にしております。それから、(２)の自主防災

組織の結成促進及び活動推進でございますけ

れども、本年度も組織率の向上を図るために

防災リーダーの養成講座やセミナーを開催す

る予定にしております。それから、(３)の防

災消防ヘリコプターの運航でございますが、

昨年度の運航実績は241件でございます。

次に、27ページをお願いいたします。

３番目の消防・救急活動の推進でございま

す。(１)の消防広域再編の推進でございます

が、昨年、管轄人口30万以上の消防本部の再

編に関する国の基本方針が示されたところで

、 、ございますが その基本方針に基づきまして

県において消防広域化推進計画を策定し、平

成24年度を目途に広域化を推進するものでご

ざいます。(２)の消防団員の確保につきまし

て、本年度は全国女性消防団活性化大会の熊

本開催に伴い、女性消防団員を含めた消防団

活動のより一層の活性化を推進することにし

ております。

４の防災情報ネットワークの整備でござい

ますが、現在の防災行政無線システムの機器

の老朽化や伝達を要する情報量の増加等に対

応するため、光ケーブルによる熊本県情報キ

ガハイウエイを利用したネットワークシステ

ムの基本検討、実施設計を行う予定にしてお

ります。

以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。

○広崎男女共同参画・パートナーシップ推進

課長 男女共同参画・パートナーシップ推進

課でございます。よろしくお願い申し上げま

す。資料の28ページをお願いいたします。

当課におきましては、国の男女共同参画基

本法及び県の男女共同参画推進条例等の計画

に基づき、県民の意識啓発を行うとともに、

市町村、事業所等における男女参画社会づく

。 、りの取り組みの促進を図っております また

配偶者等からの暴力の防止及び被害者の保護

に関する法律、同法律に基づく県の計画に基

づきまして、ドメスティックバイオレンスの

防止、被害者の保護、自立に向けた支援等を

行っております。説明欄の(１)、(２)、(３)

は市町村、それから各地域振興局単位のネッ

トワークづくり、それから事業所等における

男女共同参画社会づくりの取り組みを記して

おります。(４)につきましては、長嶺にござ

います女性相談センターを中心に行っており

ますＤＶ対策支援事業でございます。

29ページをお願いいたします。

平成16年３月に策定いたしました熊本県パ

ートナーシップ指針に基づきまして、特に公

共サービスの新たな担い手として期待されて

おりますＮＰＯを対象として、さまざまなパ

ートナーシップ事業を展開しております。

(１)がＮＰＯと県の共同委託事業でございま

す。それから熊本県民交流館パレアの管理運
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営事業及び同館にございますＮＰＯボランテ

ィア共同センターの事業、執行経費を受け入

れております。

以上でございます。どうぞよろしくお願い

いたします。

○中原隆博委員長 では次に、地域振興部に

移ります。

○梅本地域政策課長 地域政策課の梅本でご

ざいます。30ページをごらんいただきたいと

思います。

まず、１番目が新幹線くまもと創り推進事

業でございます。４年を切りました九州新幹

線全線開業を見詰めまして、さまざまな分野

にこの開業効果を波及させるための取り組み

でありまして、行政のみでなく、経済界、各

団体とも連携しながら取り組みを進めており

ます。官民挙げて全県的な取り組みでござい

ます。

２の11の郷づくり推進事業でございます。

県の総合計画に掲げます地域計画を推進する

ために、各振興局を中心にした取り組みでご

ざいまして、局間の連携なども踏まえながら

取り組みを行っておりまして、県立大学など

とも連携して研究調査事業あるいは取り組み

を推進してまいります。

３の地域振興総合補助金でございますが、

市町村とのパートナーシップによりまして、

地域の自立あるいは地域づくりを支援するも

のでございまして、２分の１の補助を行うも

のであります。

４の地域づくりパートナーシップ推進補助

金も同様の趣旨でございますが、これは民間

団体に対しまして同様に２分の１の補助を行

うものでございます。

31ページをお願いいたします。

５の水俣・芦北地域環境フィールドミュー

ジアムプロジェクトでございますが、第４次

の水俣・芦北振興計画に基づきまして、そこ

に主な事業で掲げてあるような(１)から(４)

までの修学旅行の誘致等に取り組む経費でご

ざいます。

６の熊本都市圏総合調整推進事業でござい

ますが、昨年度作成されました熊本都市圏ビ

ジョンに位置づけられました水資源の保全な

どの取り組みを熊本市と近隣市町村が連携し

て行いますので、県としての支援を行うもの

でございます。

７の熊本駅周辺都市機能誘導等の推進事業

でございますが、熊本駅周辺の魅力を高める

ために、ただいまＪＲ九州や熊本市長の参加

を得ながらトップ会議を開催しております

が、そういった議論を踏まえながら熊本駅周

辺の民間企業等の進出誘導あるいは都市機能

の導入を目指すものでございます。

以上でございます。

○田嶋川辺川ダム総合対策課長 川辺川ダム

総合対策課でございます。資料32ページをお

願いいたします。

川辺川ダム総合対策事業につきましては、

川辺川ダム事業とあわせてそれに関する諸課

題について、関係当局との連携のもと総合的

な対策や調整を行うものでございます。

まず、１につきましては、現在、国は去る

５月11日に決定いたしました球磨川水系河川

整備基本方針について、流域住民等に対する

説明会を実施しているところでございます。

、 、今後 河川整備計画策定の段階に進みますが

先日、新聞報道でも出ましたように、国土交

通省と電源開発の文書交換によりまして、発

電がダムの目的から外れるという意向も示さ

れております。これは本年１月の利水に関す

るものとあわせております。さらに今後この

ような状況を踏まえまして、国がどのような

対応をするか見きわめてまいりたいというふ

うに思っております。また、利水につきまし

ては、現在、関係６市町村によります協議が

進められております。これにつきましても、
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所管の農林水産部とともに地元町村との意見

交換等に努力してまいります。さらに五木・

相良両村への支援につきましては、五木・相

良地域振興計画の見直しを初めとする地域振

興策の推進に取り組んでまいります。

以上でございます。

○松永情報企画課長 情報企画課の松永でご

ざいます。よろしくお願いいたします。33ペ

ージをお願いいたします。

１の電子計算管理運営事業でございます

が、電子計算機の効率的な運用管理によりま

して、42業務のホストコンピュータシステム

を運用しているものでございます。

２の電子自治体推進事業でございますが、

これは熊本県電子申請受付システムを県と市

町村との共同で開発及び運用を行っているも

のでございます。

３の県民ＩＴ学習相談室事業でございます

が、県民からのパソコンの操作等に関し相談

を受けるＩＴ学習相談室を熊本県民交流館パ

レアに設置して運営しているものでございま

す。

４のチャレンジド・テレワーク推進事業で

ございますが、障害者の在宅就労の機会を拡

大するため、情報機器を用いました在宅就労

の支援などを行っているものでございます。

５の汎用型ＧＩＳ構築事業で、これは新規

事業でございますが、各種行政情報を電子地

図上に掲載する汎用型ＧＩＳ、地理情報シス

テムを県と市町村との共同で構築するもので

ございます。

以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。

○由解文化企画課長 文化企画課の由解でご

ざいます。よろしくお願いいたします。資料

の34ページをお願いします。

まず、文化振興関係事業でございますけれ

ども、１の文化行政推進でございます。本県

の文化振興につきまして御意見等をいただい

ております熊本県文化振興審議会の運営、ま

た、本県の文化活動の中心的役割を担ってお

ります熊本県文化協会が行います事業への補

助等を行うものでございます。

２の熊本県芸術文化祭推進事業でございま

すけれども、民間の文化関係団体や市町村と

協力いたしまして、熊本県芸術文化祭を９月

から12月までの４カ月間開催するものでござ

います。県立劇場でのオープニングイベント

や、また、県下各地域の文化祭、展示会等約

150近い催しの参加を得まして県下一円で展

開するものでございます。

次に、博物学関係事業でございます。県内

各地で自然観察会やまた史跡見学会の開催、

また自然や歴史遺産等の調査、また、県民か

らいただきました40万点を超す貴重な資料の

整理、また、それらの資料を保管しておりま

す松橋収蔵庫の運営等を行うものでございま

す。今年度は、新たに松橋収蔵庫での資料の

企画展示やまた学校での出前展示等、県民参

加によるさまざまな博物学活動を行うことと

しております。

次に、県立劇場関係事業でございます。

１の熊本県立劇場管理委託費は、文化振興

の拠点でございます熊本県立劇場の管理運営

と、また、文化事業を指定管理者であります

財団法人熊本県立劇場に委託して行うもので

ございます。文化事業は、県が行います文化

振興策の大きな柱でございまして、指定管理

者と県と共同して企画立案し実施してまいり

ます。特に今年度は、県立劇場25周年記念事

業といたしまして、世界的に有名なオーケス

トラと、また、指揮者によるコンサートなど

を計画しております。

２の県立劇場施設整備でございます。当劇

場のホールの空調機と舞台設備等につきまし

て機器の交換、また修繕等を行うものでござ

います。

以上、よろしくお願いいたします。
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○園田国際課長 国際課の園田でございま

す。よろしくお願いいたします。資料の35ペ

ージをお願いいたします。

まず、１の国際理解を進めるための教育の

充実でございますが、これは学校における外

国語教育の充実と地域における国際交流を推

進するため、外国青年招致事業として、平成

19年度は161人の外国語指導助手と国際交流

員を招致することとしております。

２の多彩な国際交流の推進につきまして

は、中国広西壮族自治区、米国モンタナ州、

韓国忠清南道との姉妹交流事業を通じて相互

理解を促進しますとともに、モンタナ州及び

忠清南道への県職員派遣及びモンタナ州に設

置している熊本プラザで熊本の文化紹介など

を行うものでございます。

36ページをお願いいたします。

、 、３の国際協力の推進につきましては まず

１の熊本県海外研修員等受入事業としまし

て、海外技術研修員及び県費留学生を受け入

れますほか、２の自治体職員協力交流事業と

しまして、自治体国際化協会を通じまして、

韓国から１人を受け入れることとしておりま

す。

４の国際化に対応した環境づくりにつきま

しては、熊本県国際協会に委託しまして、国

際相談コーナーなどの運営を行うものでござ

います。

５の旅券の発給につきましては、旅券法に

基づく法定受託事務でございます。なお、平

成18年の旅券発行件数は約４万3,000件で前

年に比べ約7.8％増加しております。

以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。

○小林交通対策総室長 交通対策総室の小林

でございます。資料の37ページをお願いいた

します。

まず、熊本都市圏交通問題対策事業でござ

いますが、九州新幹線の全線開業をにらみま

して、熊本都市圏内の公共交通のあり方に関

する諸課題に取り組むものでございます。熊

本電鉄と熊本市電との都心結節、空港アクセ

スの改善策、さらにはノンステップバスの導

入促進、または都市圏のバスの再編といった

諸課題はございますが、特に今年は空港アク

セスの改善策につきまして、リムジンバスの

改善走行試験、さらに中長期策としての豊肥

本線の延長についての事業化に向けた課題整

理を中心として行ってまいります。

次に２の総合交通体系連携推進事業でござ

いますが、県内の交通に係る既存計画をその

現状を検証しまして、将来の交通ネットワー

クのあり方を検証していく、つくり上げてい

くものでございますが、本年度におきまして

は、南阿蘇鉄道において鉄道とバスの両方を

合わせ持ちますデュアルモードビークルの実

証実験の実施を予定しております。

次に、３の地方公共交通対策事業でありま

すが、国との協調補助及び県単独補助による

地方のバス路線の維持対策事業でございま

す。

４の九州新幹線建設促進事業につきまして

は、新幹線建設を22年度末に確実にするため

の建設財源の確保と、開業後の利便性の高い

運行形態の実現のための各種要望事業という

ことになってございます。

次に、38ページをお願いいたします。

５の並行在来線対策事業でございますが、

肥薩おれんじ鉄道の活性化に関する各種取り

組みでございます。

次の６の自動車道建設促進事業につきまし

ては、島原・天草・長島架橋構想に関する各

種取り組みということになってございます。

７の国際線振興対策事業でございますが、

阿蘇くまもと空港唯一の国際定期便でありま

す熊本―ソウル線について週５便化を図るた

め、17年度から重点的な取り組みを行ってお

りますけれども、これを確実に実現するため
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の各種キャンペーン等を展開していく予定と

しております。

次の８の地域航空推進事業につきまして

は、第三セクター天草エアラインの経営を支

援するとともに、さらに天草地域の地域振興

に役立つ航空手段とするための各種取り組み

でございます。

次に、９の阿蘇くまもと空港国内線振興・

環境対策事業につきましては、国内線の基本

路線の充実等、または阿蘇くまもと空港周辺

環境整備事業等を行っていくこととしており

ます。以上でございます。

○甲斐統計調査課長 統計調査課でございま

す。資料の39ページをお願いいたします。

１の委託統計調査の実施でございます。統

計調査課は、国の統計調査を実施いたします

ための地方統計機構として位置づけられてお

りまして、本年度は14件の統計調査を国から

受託して実施いたします。ちなみにこれらに

要する経費は人件費を含めまして国の負担で

ございます。14件の内訳は例年実施いたして

おります経常調査11件と、次に掲げておりま

す①から③までの５年に一度行います大規模

な調査でございます。

資料の40ページをお願いいたします。

２の県単独事業の実施でございます。①加

工統計の作成では、既存の資料を加工推計い

たしまして、県経済の実態を把握するための

県民経済計算、市町村の経済実態把握のため

の市町村民所得推計、さらに毎月の市町村人

口・世帯数を明らかにいたします推計人口調

査等の統計の作成を行います。また、ホーム

ページ等によります統計資料の普及にも努め

ているところでございます。

以上よろしくお願いいたします。

○中原隆博委員長 出納局に移ります。

○藤本会計課長 会計課藤本でございます。

どうぞよろしくお願いいたします。資料の41

ページをお願いいたします。

財務会計オンラインシステム再構築事業で

ございます。現行の財務会計システムは昭和

60年度に運用を開始しておりますが、県民サ

ービスの向上、財務会計事務の効率化、高度

化等を目的に新しいシステムの開発に取り組

んでいるものでございます。

２の新しいシステムの主な特徴でございま

すけれども、３点挙げております。まず、予

算編成から決算に至るプロセスの一元的な管

理と、事業と科目両面からの予算執行管理、

２点目が職員のパソコンを端末として、財務

会計データの業務への活用、３点目が県民の

方々が24時間いつでも自宅のパソコン等から

納付できる電子収納の仕組みをそれぞれ導入

することでございます。スケジュールといた

しましては、平成20年度までに詳細設計、シ

ステム開発を終え、21年４月からの運用開始

を予定いたしております。

以上でございます。

○坂本管理調達課長 管理調達課の坂本でご

ざいます。よろしくお願いいたします。

資料の42ページをお願いいたします。

１の用品調達基金管理事業でございます

が、事業内容は、県で使用する用品の調達に

関する事務の簡素化及び効率化を図るため、

基金により集中購買を実施するものでござい

ます。平成18年度におきます集中購買の実績

は金額で21億3,900万円余、契約件数で2,600

件余となっております。

次に、２の電子入札システム開発事業でご

ざいますが、説明欄１の事業内容でございま

す。物品の調達及び業務委託について、イン

ターネットを利用した電子入札を導入するた

め、システム開発と維持管理を行うものでご

ざいます。説明欄２に書いておりますが、業

、 、 、務の効率化 コスト削減 入札手続の透明性

公平性の確保を目的としております。導入ス
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ケジュールにつきましては、昨年10月から一

部運用を開始し、この４月から管理調達課が

入札で調達するすべての物品を、それから、

平成20年４月から全所属が入札で調達するす

べての物品業務委託等と管理調達課が随意契

約で調達するすべての物品に拡大することと

しております。

以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。

○髙原人事委員会総務課長 人事委員会事務

局でございます。資料の43ページをお願いい

たします。総務課と公務員課の主要事業を合

わせて御説明させていただきます。

１の採用試験事務でございますが、総務課

の事業で平成19年度の県職員及び警察官の採

用試験を表の区分に応じまして、それぞれの

日程内容によりまして実施することとしてお

ります。

次に、44ページをお願いいたします。

公務員課の事業でございます。２の公平審

査事務は、市町村等からの受託分を含めまし

て、職員からの不利益処分に関する不服申立

等につきまして、審査を行うものでございま

す。

３の給与関係等調査は、民間企業の実態等

を調査し、議会及び知事に職員の給与につい

て報告を、必要があると認める場合は勧告を

行いますとともに、勤務時間等の勤務条件に

ついても調査研究を行うものでございます。

以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。

○児玉監査委員第一課長 監査委員事務局で

。 。ございます 資料の45ページをお願いします

監査委員事務局は４名の監査委員のもと、

職員17名で監査業務に従事しております。平

成19年におきましては、本庁、出先機関、公

営企業等合わせて317機関・団体を対象に実

施監査や例月現金出納検査などを実施する予

定でございます。なお、工事監査業務につき

ましては、外部委託を実施することにしてお

ります。また、監査結果につきましては、指

摘事項として報告、公表等を行うとともに、

各機関に対し事務事業の適正な執行に努める

よう求めてまいります。

以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。

○畑坂議会事務局総務課長 議会事務局でご

ざいます。資料の46ページをお願いします。

議会運営費でございます。これは定例会、

委員会等の出席の費用、政務調査費等の交付

などを行い、議員の円滑な議員活動と議会の

円滑な運営に資するための経費でございま

す。

。 。以上でございます よろしくお願いします

○中原隆博委員長 ありがとうございまし

た。

以上で、平成19年度主要事業及び新規事業

説明について執行部の説明が終わりました。

次に、本委員会に付託されました議案につ

いて、執行部の説明を求めます。

それでは、原田総務部長から、総括説明を

お願いいたします。

○原田総務部長 きょうは執行部を交えまし

ての初めての委員会でございます。中原委員

長、小早川副委員長を初め委員の先生方には

この１年間いろいろとお世話になると思いま

、 。すので どうかよろしくお願い申し上げます

それでは、早速、今回提案をいたしており

ます議案の概要について、御説明を申し上げ

ます。

まず、今回の一般会計補正予算、これは第

１号議案と第15号議案の２議案を同時に提案

をいたしております。そのうち、第１号議案

は、障害者自立支援法の円滑な執行を図りま

すため、平成18年度の２月補正予算で国庫補
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助金を財源として設置をいたしました障害者

自立支援対策臨時特例基金、この基金の活用

による障害者の地域生活移行や就労支援を推

進するための経費、２つ目には国の河川改修

に伴う国からの受託事業による県道のつけか

え、そして３つ目には身体に障害のある生徒

が安全かつ円滑に学校生活を送りますために

必要なエレベーター等の整備について補正を

行うこととしておりまして、総額で７億7,20

0万円を計上させていただいております。

次に、第15号議案は、衆議院議員第３区補

欠選挙の執行経費といたしまして３億2,900

万円を計上させていただいております。これ

ら６月補正予算の合計11億100万円と現計予

算額を合わせますと7,329億6,000万円となり

ます。また、あわせまして政治倫理の確立の

ための熊本県知事の資産等の公開に関する条

例の一部を改正する条例等の条例案件につき

ましても、御提案をさせていただいておりま

す。

この後、予算議案につきましては財政課長

から、また、条例等の議案につきましては各

課長、総室長からそれぞれ御説明を申し上げ

ますので、よろしく御審議のほどをお願い申

し上げます。

○中原隆博委員長 ありがとうございまし

た。

それでは、次に、市川財政課長から、平成

19年度６月補正予算の概要について説明をお

願いいたします。

○市川財政課長 財政課でございます。お手

元の総務常任委員会説明資料に基づきまして

御説明申し上げます。

資料の１ページは、６月補正予算の概要で

ございますが、総務部長説明と重複いたしま

すので、簡潔に御説明いたします。下の表の

補正額の欄をごらんください。

第１号議案は、補欠選挙以外で７億7,200

万円、第15号議案は補欠選挙関係で３億2,90

0万円、合わせて11億100万円の予算規模とな

っております。

次に、２ページと３ページをごらんいただ

きますでしょうか、補正予算第１号補欠選挙

以外の予算で歳入予算でございます。３ペー

ジでございますが、12の繰入金６億円余は、

障害者自立支援対策臨時特例基金からの繰り

入れ、１つ飛ばしまして、14の諸収入5,500

万円余は県道つけかえ工事に伴う国からの受

託収入、15の県債2,800万円は高等学校施設

整備に伴うものでございます。戻りまして、

、13の繰越金6,000万円余ございますけれども

これは障害者関係と高等学校関係について必

要な一般財源に対応するものでございます。

次に、４ページをお願いいたします。歳出

予算でございます。

１の一般行政経費２億8,000万円余は障害

者自立支援法関係の事業でございます。

５ページの２投資的経費につきましては４

億8,900万円余でございます。

次の６ページは、地方債の限度額の補正で

ございます。教育債の関係でございます。

７ページからが補正予算第２号補欠選挙関

係でございますが、歳入予算につきましては

８ページをごらんいただけますでしょうか、

８ページの一番上の９国庫支出金でございま

す。約３億2,900万円余でございます。

９ページが歳出予算でございますが、１一

般行政経費としまして、歳入予算と同額の３

億円余を計上しておるところでございます。

以上が平成19年度６月補正予算案の概要で

ございます。よろしくお願いいたします。

○中原隆博委員長 次に、各課の説明に入り

ます。関係課長から順次説明をお願いいたし

ます。

○岡本秘書課長 秘書課でございます。説明

資料の11ページをお願いいたします。
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第２号議案として、政治倫理の確立のため

の熊本県知事の資産等の公開に関する条例の

一部を改正する条例を提出しております。改

正の趣旨は、郵政民営化法等の施行に伴う関

係法律の整備等に関する法律及び証券取引法

等の一部を改正する法律の施行に伴う関係法

律の整備等に関する法律の公布に伴い関係規

定の整理を行うものでございます。主な改正

内容といたしましては、知事が作成いたしま

す資産等報告書に掲げる事項の中から、郵便

貯金及び金銭信託を削りまして証券取引法を

金融商品取引法に改めるというものでござい

ます。

施行期日は、郵政民営化法関係が平成19年

10月１日から、証券取引法関係は法律の施行

の日からとしております。

。 。以上でございます よろしくお願いします

○田崎人事課長 人事課でございます。資料

の13ページをお願いいたします。

第３号議案熊本県職員等退職手当支給条例

等の一部を改正する条例について御説明を申

し上げます。15ページの概要に沿って御説明

をさせていただきます。

１の条例改正の趣旨ですけれども、今回の

改正は、雇用保険法等の一部を改正する法律

により、国家公務員退職手当法が改正された

ことに伴い関係条例の規定の整理を行うもの

でございます。

２の主な改正内容でございますが、まず、

(１)は雇用保険の受給資格の改正によるもの

でございます。これは現在例えば、育児休業

代替臨時職員が６カ月以上勤務して退職した

場合には退職手当を支給しておりますけれど

も、この支給額が仮にその職員が雇用保険に

加入していたとして受けられる失業給付額よ

り少ない場合には、その差額を失業者の退職

手当として支給することといたしておるもの

でございます。この失業者の退職手当の支給

要件は、雇用保険の受給資格にならい勤続期

間を現行では６カ月以上としておりますが、

雇用保険法及び国家公務員退職手当法におき

まして、受給資格要件が勤続期間12カ月以上

に改正されたことを受けまして改めるもので

ございます。関係する条例はここに掲げてあ

りますように①から③の３本の条例でござい

ます。

次に、(２)でございますが、これは船員保

険法の改正によるものでございます。民間企

業で働いた後、本県職員として採用された職

員が本県を退職した場合に、雇用保険法また

は船員保険法の規定により失業給付等の支給

を受ける場合には重複支給を避けるために、

失業者の退職手当は支給できないこととして

おりますが、今回、船員保険法の失業給付に

関する部分が雇用保険法に統合されたため、

その規定の整理を行うものでございます。

施行期日は、雇用保険の受給資格改正に係

るものは平成19年10月１日から、船員保険の

改正に係る部分につきましては、平成22年４

月１日としております。

以上でございます。よろしくお願いをいた

します。

○山野職員課長 職員課でございます。恩給

関係で条例改正を２本お願いしております。

説明資料の16ページをごらんいただきたいと

思います。大変名称が長うございますので、

全文は省略させていただきまして、要約すれ

ば恩給の算定の基礎となります在職期間の通

算に関する条例の改正でございます。18ペー

ジに概要をつけておりますので、そちらをご

らんいただきたいと思います。

２のところに改正内容を記載しておりま

す。ここをごらんいただきたいと思います。

１点目が地方自治法の改正によりまして、出

納長及び吏員制度が廃止されたことに伴いま

して、関係規定の整理を行うものでございま

。 、す ２点目が学校教育法の改正によりまして

大学の助教授が準教授に、それから盲学校、
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聾学校または養護学校が特別支援学校に改め

られましたことに伴い関係規定の整理を行う

ものでございます。いずれも形式的な改正で

ございまして、実質的な内容の改正はござい

ません。

適用につきましては、平成19年の４月１日

といたしております。

引き続きまして、説明資料の19ページをお

願いいたします。

議案第５号熊本県職員等恩給条例の一部を

改正する条例でございますが、20ページに概

要を記載しておりますので、そちらをごらん

ください。２に主な改正内容を記載しており

ます 主な改正内容は２点ございまして (１)。 、

と(２)が支給停止要件に該当した場合、ある

いは受給者が死亡した場合にもかかわらず誤

って支給した恩給につきまして、その後に支

払われる例えば、遺族等への恩給等々と相殺

できるようにしたことでございます。

これにつきましては、公布の日から施行す

ることになっております。

２点目は(３)でございますが、遺族である

重度障害の成人の子への支給につきまして

は、職員本人の死亡当時から引き続きまして

重度障害の状態にあることを要件とすること

を明文化したものでございます。

施行につきましては、本年の10月１日から

にいたしております。(２)につきましては必

要な経過措置が設けられております。

以上でございます。よろしくお願い申し上

げます。

○市川財政課長 財政課でございます。資料

の21ページに議案第６号手数料条例の一部を

改正する条例を記載しております。次の22ペ

ージに条例案の概要をつけておりますので、

この概要に沿って御説明させていただきたい

と思います。

２番の改正内容でございますが、２点ござ

います。(１)は建築基準法の改正によりまし

て、建築確認について従前、県の審査のみで

ございましたけれども、一定の建築物、例え

ば鉄骨づくりであれば４階以上など、そうい

ったものにつきましては、県とそれから構造

計算適合性判定機関という２段階の審査にな

ったところでございます。これに伴いまして

１段階目の県の審査段階で不適当となったも

のにつきましては、申請の際にお支払いいた

だきました手数料のうち、２段階目の審査に

要する費用の一部、これを還付する制度を設

けるものでございます。(２)は引用法令の条

項ずれに伴う改正でございます。

３の施行期日につきましては、交付の日と

し、一部は関係法令の施行の日としておりま

す。

説明は以上でございます。よろしくお願い

いたします。

○富田税務課長 税務課でございます。県税

条例の改正でございます。地方税法の改正が

ございまして、それに基づいて所要の改正を

行うものでございます。27ページの概要のと

ころで御説明をいたしたいと思います。主な

改正点は４つほど――ここに(１)から(４)ま

で書いてございます。

まず、１番目の郵政民営化関係としまして

は、郵便局を定めておりました郵便振替法が

廃止されましたので、条例の規定もこれを削

除したものでございます。

次の２番目の信託法の改正でございます。

これはちょっと複雑でございますので、次の

28ページを見ていただきたいと思います。補

足資料をつけてございます。信託法は大正11

年に制定以来、初めて抜本的に改正をされて

おるものでございます。これまでの土地、財

産の信託からいろんな種類の信託が可能とな

っております。上段の箱の改正後の方を見て

いただきたいと思います。そこに記載してお

りますとおり、これまで土地や建物を信託す

るということに加えまして、事業そのものを
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信託する場合とか、受託者が信託銀行だけで

なくて、法人でない社団とか、個人まで信託

を受託することが可能になりました。県内で

はまだ事例はございませんけれども、全国的

にこういう事例が発生しておりますので、普

通の法人と同様の課税をするために信託法の

改正及び所得税法、国税、地方税法の改正が

なされたものでございます。このため、県税

としましては下の方に書いてございますとお

り、法人県民税、法人事業税につきまして国

税と同じように法人でない社団や個人に対し

ても課税ができるように、また、信託財産ご

とに別の法人とみなして課税ができるように

改正を行うものでございます。前のページの

方に戻ってください。

３番目は証券取引法の改正に伴って名称を

証券業者等から金融商品取引業者等に用語の

修正を行うものでございます。

それから、４番目は勤労者財産形成促進法

の改正関係でございます。独立行政法人の雇

用能力開発機構が行う融資制度が今般廃止さ

れましたことに伴いまして、不動産取得税に

係る特例措置についても廃止を行うものでご

ざいます。

施行日につきましては、下の方に記載して

いるとおりでございます。

以上でございます。

○松見市町村総室長 市町村総室でございま

す。資料の29ページをお願いいたします。

第12号議案でございますけれども、熊本県

後期高齢者医療広域連合の公平委員会の事務

の委託を受けることについてでございます。

30ページの方の議案の概要で御説明させてい

ただきます。熊本県後期高齢者医療広域連合

は、老人医療費の増加傾向を背景に平成18年

６月に公布されました健康保険法等の一部を

改正する法律により創設されました75歳以上

の後期高齢者を対象とした医療制度に基づき

、 、まして 県内全市町村の加入により平成19年

今年の２月１日に設立されました地方公共団

体の組合でございます。地方公共団体の組合

は、地方公務員法により公平委員会の設置が

義務づけられておりますけれども、事務の効

率化等のために、公平委員会の事務を県に委

託するということとしたものでございます。

なお、本県につきましては、平成19年４月１

日現在で６市34町村及び29の組合が県に公平

委員会の事務を委託しているところございま

す。

以上でございます。

○由解文化企画課長 文化企画課でございま

す。資料の31ページをお願いいたします。

平成18年度熊本県一般会計繰越明許費繰越

計算書について御説明いたします。県立劇場

施設整備事業費の2,438万3,000円を繰り越し

ております。これは県立劇場の空調設備の改

修工事におきまして、県立劇場を連続して長

期に休館させることが困難でありましたため

に、工事日数が不足したことによりまして、

一部の工事を繰り越したものでございます。

よろしくお願いいたします。

○中原隆博委員長 ありがとうございまし

た。

以上で執行部の説明が終了いたしましたの

で、平成19年度主要事業、新規事業及び付託

議案等につきまして質疑を受けたいと思いま

す。今、御説明いただいた中で、これに関連

することであれば主要事業の何ページのとい

うような形で、具体的におっしゃっていただ

ければ、なお、ありがたいかと思います。

質疑はありませんか。

○鎌田聡委員 主要事業の方なんですけれど

も、28ページ、男女共同参画・パートナーシ

ップ推進課にお尋ねをします。(１)で市町村

男女共同参画促進事業ということで、市町村

における男女共同参画計画策定の働きかけを
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やっていきますということですけれども、県

内市町村の参画条例とか、計画の策定の状況

が非常に他県と比べて遅いんじゃないかとい

うようなことも聞いておりますし、また、市

町村合併等のさなかでその辺の対応ができな

かったということを聞いておりますが、市町

村合併も一段落をしておりまして、この辺の

状況が今どうなっておるのか、お伺いいたし

ます。

○広崎男女共同参画・パートナーシップ推進

課長 ただいまの御質問でございますけれど

も、現在、県内市町村の男女共同参画計画に

つきましては、県内14市町が策定済みでござ

います。実は昨年度全国調査の結果、熊本県

は市町村の計画策定率が全国最下位というこ

とでございまして、全国の都道府県におきま

す市町村計画策定率平均が44.4％でございま

すが、私どもが17.6％というような昨年度の

状況でございました。その状況を踏まえまし

て私どもの方では県内各市町を訪問させてい

ただいて、各首長さん、それから担当課長さ

ん方にお話をさせていただきながら、各市町

村で計画を策定いただくようにお願いを申し

上げております。その結果、本年４月１日現

在では29.2％と約10％程度向上いたしており

まして、また、引き続き残りの各市町村を訪

問なり啓発活動なりをさせていただきながら

御協力をいただいて計画の策定を進めていた

だきたいなというふうに思っております。よ

ろしいでしょうか。

○鎌田聡委員 全国最下位という状況から若

干29.2％ということでありますが、全国的な

平均からしますとまだ足りないような状況だ

というふうに思います。あとその中身ですけ

れども、条例ができているところと計画がで

きているところの内訳を。まず計画ができて

条例をやるんですよね。

○広崎男女共同参画・パートナーシップ推進

課長 現在、県内で９の市で条例をつくって

いただいております。計画だけをつくられる

ところもございますし、条例と計画両方おつ

くりのところもございますが、両方なければ

ならないというわけのものでもございませ

ん。特に計画につきましては、基本法上は努

力義務となっておりますので、必ずしも策定

しなければいけないということではございま

せん。条例の９市につきましては、これは各

市が積極的に当該市において条例の策定の必

要性があるという御判断のもとに策定をいた

だいたものでございます。

それから、町だけを挙げますと、現在は長

洲町、植木町、大津町、以上の３町が町とし

ては計画をつくっていただいております。

○鎌田聡委員 努力義務でしょうけれども、

やっぱり男女共同参画に向けた取り組みとい

うのは非常に重要な取り組みですので、全国

的な状況を含めて熊本は非常に残念な状況に

ありますので、ぜひ今年度また頑張っていた

だきたいというふうに思います。

29ページに県民交流館パレアの管理運営と

いうことで書いてございますが、これは多分

昨年度の常任委員会の中で意見が出ていたか

と思いますが、パレアの会議室を借りるとき

に電話で予約ができずに、行って金を払わぬ

と結局予約ができないという状況なんです。

もちろん予約だけとって当日すっぽかされる

と金が入ってきませんので、その辺の兼ね合

いはあると思いますけれども、やっぱり今い

、 、ろんな会議に使うため予約するときに 大体

電話一本だとか、インターネットで押さえが

できるだとか、そういった利便性も考えてい

かないとわざわざ足を運んでいって事前に金

を払っとかんといかぬというような運用では

少し問題があるんじゃないかなと思いますけ

れども、その辺の検討状況をお聞かせいただ

きたいと思います。
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○広崎男女共同参画・パートナーシップ推進

課長 昨年の本委員会におきましての渡辺委

員からパレアの予約システムについてもう少

し簡略化、簡便化できないかという御質問が

ございまして、私どもの方で簡単に申します

と、現在検討中ではございますが、例えばイ

ンターネットでの予約等につきましても、現

在のところは実施をしておりませんけれど

も、会議室の空室状況等が確認ができるよう

に検討しておるところでございます。

ただ、今実際に会議室の使用は、まず電話

で仮予約をしていただいて７日以内に使用許

可申請書を窓口にお持ちいただく、あるいは

郵送で提出をしていただくと、受付のところ

におきまして対面で使用の状況、目的等を確

認をした後に使用料を２週間以内にお払いい

ただくと、使用者、利用者の方々にとっては

不便だなと思いになるところもあるかもしれ

ませんけれども、例えば、会議室を利用いた

しまして、販売等の行為をされるというよう

なことが、一たんお貸ししてしまいますと中

でどういうことが行われておるかわからない

という状況もございますので、現在のところ

は検討中ではございますが、すべてインター

ネットあるいは電話でというふうにはなかな

か難しいのではないかなというふうに思って

います。

ただ、再三の御指摘をちょうだいいたして

おりますので、ぜひ利用者の方々のより使い

やすいパレアとなりますように検討している

ところでございます。また、その結果につい

ては、御報告を個別にでも申し上げたいとは

思ってはおります。

以上でございます。

○鎌田聡委員 借りる側もいろいろ問題があ

る行為をされる可能性もある、その辺はわか

ります。わかりますけれども、何回も借りて

る人がですよ、何回も同じような手続をせな

いかぬというのは利便性を考えた場合も、大

体１回、２回目、３回目借られている方は相

手の信用性も出てきていると思いますので、

そこのすみ分けをして、最初の人だけ、こう

いった手続をせないかぬけれども、２回目、

３回目以降の人たちはもう少し簡素化できる

ような、そういった中身のやり方の工夫をぜ

ひ検討いただきたいと思います。

○中原隆博委員長 今、御指摘がございまし

たように、利便性をもう少しよくしてほしい

とか、そういうことを含めまして再検討をよ

ろしくお願いしたいと思います。また、それ

よりもう少し前進したよう形でのそういった

受付等ができるということであれば、何月ま

でにこうできますということを委員の皆様方

にもぜひお知らせいただきたいと思います。

パレアを利用なさる方の気持ちということを

酌みながら御検討いただきますよう重ねてお

願いを申し上げておきます。

ほかに。

○吉田忠道委員 説明資料の26ページ、危機

管理防災関係なんですけれども、平成17年度

、 。に県の国民保護計画が制定 作成されました

各市町村においては、18年度で契約されまし

て全部終わっているかと思いますけれども、

この県の総合防災訓練の中に、この国民保護

計画を盛り込んだ訓練を想定の中に入ってい

るのであろうというふうに私は想像しており

ますけれども、どちらかといえば自然災害で

なくて人的災害ですかね、テロの関係、これ

らの訓練の想定といいますか、概略わかるの

であればこれを教えてもらいたいということ

と、今後の訓練の方向、今年は球磨村の総合

運動公園で実施される予定でありますけれど

も、県全体がそれと似たようなもっと大がか

りな訓練に入っていく計画があるかどうか、

その点を聞きたいと思います。
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○坂田危機管理・防災消防総室長 防災訓練

、 、 、の概要でございますけれども 今 吉田委員

御指摘のとおり、国民保護の訓練もあわせて

実施するというふうにしております。この訓

練の中身につきましては、今現在、関係機関

と検討をしているところでございますけれど

も、基本的には一つは水防関係の訓練、それ

ともう一つは林野火災の対応の訓練、それと

地震に対する例えば、孤立地帯の救助、救援

の訓練、それと国民保護の対応の訓練という

ふうなことで今計画をしているところでござ

います。国民保護の関係は、一つは化学テロ

を予想してマーケットで避難誘導をし、化学

的ないろんな汚染に対する対応を訓練してい

くというようなことを今計画しているところ

でございます。今後の計画につきましては、

今年の９月に実施をいたします。これにつき

ましては従来、総合的な訓練ということで自

衛隊さん、県警さん、九電さん、日赤さん、

いろんな関係機関集まって大規模な訓練とい

うことで県では総合的な訓練として位置づけ

ているところでございます。今後につきまし

ては、現在今年まず実施するということで考

えているところでございます。

○吉田忠道委員 国民保護については、今年

が初めてですか、昨年はやってない。

○坂田危機管理・防災消防総室長 今年は２

回目でございます。

○吉田忠道委員 昨年実施した中での例えば

問題点といいますか、それを今年にこう変え

るとかというのは何かありますか。

○坂田危機管理・防災消防総室長 昨年は菊

池市で実施をしたところでございます。その

場合は化学的な処理について、分析といいま

すか、どういう観測機器が使われていたかと

いった点あたりを、そういう分析あたりの関

係で、もうちょっと工夫が必要かなというよ

うなところで、今回はそこらあたりも含めた

ところで対応していきたいというふうに思っ

ております。

○吉田忠道委員 別の質問ですけれども、

○中原隆博委員長 どうぞ。

○吉田忠道委員 次は31ページ、地域政策関

係のところで、６番熊本都市圏総合調整推進

事業の中で、水資源保全の啓発や定住促進等

の支援を行うということでなっておりますけ

れども、これは周辺でありますので、市町村

としてはどの付近までいっているのか、ある

いはこの水資源保全の啓発上何か問題点にな

っておるところというのはありませんか。

○梅本地域政策課長 都市圏ビジョンを策定

いたしましたのは熊本市と周辺市町村の15市

町村でございます。その市町村が一緒になっ

てつくりましたので、これを今年からころが

していくということで、具体的には何ができ

るかということを15市町村のワーキングチー

ムをつくりまして具体的に今検討中でござい

まして、その一つが水資源の保全に共同して

取り組もうというところでございます。まだ

今検討中でございまして、具体的に例えば、

将来的に統一条例をつくるとかいった話も出

ておりますけれども、現実としては一緒に水

保全のためのキャンペーンをやったり、節水

キャンペーンをやったりといった取り組みか

ら始めようということが今議論をされており

ます。

○中原隆博委員長 よろしいですか。

私からちょっと。先ほどの危機管理防災消

防の関係に関連してよろしゅうございますか

ね。はしかというのが特定の大学とか、特定

の地域だけに限定されたような形で発生して
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。 、 、います だから 人間はそこに集まりますが

いろんなところから集まってくるわけです。

そういたしますと鳥インフルエンザもそうな

んですが、まだ原因がはっきりわからない。

先ほど化学テロのお話がありましたから、あ

えて申し上げますけれども、はしかあたりが

特定の地域だけ、あるいは特定の場所だけで

すよね、大学の構内とか、それだけに限定さ

れているというのは非常に私は腑に落ちな

い、そこをどのように危機管理として持って

おられるか、わかる範囲で結構でございます

ので、総室長どうでしょうか、腑に落ちない

わけですよね、特定の大学とか、特定のとこ

ろだけでしょう、そういう人は例えば、家か

ら通ったり、寮から通ったり、いろんなケー

スがあるわけです。ところがその地域におら

れて友だちとか、いろんな形でそっちに対す

る発生はないのに、ひとつのところだけにそ

ういう形で集中しているというのは化学兵器

テロとか、そういう部分を含んでいるんじゃ

ないかなと危惧の念を抱くわけなんです。そ

れについて何か、危機管理として。

○坂田危機管理・防災消防総室長 ちょっと

私も実態をそこあたりはまだ十分把握をして

ないところでございまして、新聞とかなんか

で見る範囲では関東方面に旅行したとか、そ

ういうところで何か伝わってきたとか、いろ

んな経路が、その伝染経路があるような感じ

でございますけれども、それが原因について

詳しくは私もちょっと存じてないところでご

ざいます。

○中原隆博委員長 私が心配するのは特定の

大学とか、特定の地域とか、限定された形で

はしかあたりが蔓延しているような状況なも

んですから、非常に気になるところでござい

ますから、これから、そういうことも含めた

危機管理というのが大事じゃないかというこ

とで申し上げさせていただきました。今後に

おいてそういうことを含めて幅広い形での化

学、あるいはまた、生物兵器等に対する対応

方もあわせて、これは検討してやっておくべ

きことではないかなというふうに思いますの

で、よろしくお願い申し上げます。

ほかに質疑はございませんか。

○吉田忠道委員 37ページ、交通対策の件で

熊本都市圏交通問題対策事業の中の⑤番とし

て、環境問題の対応というのが書かれており

ます。公共交通機関を利用したキャンペーン

等はやられておるようですけれども、このキ

ャンペーンをこれは毎年やられておると思い

ますが、キャンペーンをやられたときの結果

の成果といいますか、今後これは限定だと思

いますので、この間成果があってそれをやめ

た後はどうなのか、あるいはまた、次の年や

ってどうなのか、その付近の継続的な成果を

お聞きしたいのですけど。

○小林交通対策総室長 公共交通機関利用促

進キャンペーンにつきましては、バス協会の

行う事業に対する補助という形で出しており

ます。バス協会の方で今中心にキャンペーン

されておりますけれども、全体の事業費が1,

、600万円程度ということで行っておりますが

各種バスの利用に対する広告であるとか、イ

ベント関係が中心で、もっぱら公共交通機関

に対して呼びかけということですので、効果

測定はまだ至ってないというふうに聞いてお

ります。

○吉田忠道委員 このキャンペーンは今何年

くらい続いていますか。相当やっておると思

います。

○小林交通対策総室長 済みません。今、手

元に何年間かというデータはないんですが、

平成12年から行っている事業だということで

あります。
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○吉田忠道委員 そのキャンペーンは私はそ

れなりに目的があってやっておられると思い

ますけれども、本当に目的を達しているか、

あるいは目的のために沿っていっているのか

というのはちょっと事業分析が必要だと思う

のです、今後継続するかどうかというのはで

すね。ただ、単なるキャンペーンだけでは意

味がないと思うので、その付近はしっかりと

聞きたいのですけれども。

○小林交通対策総室長 委員、御指摘ござい

ましたが、公共交通機関の利用につきまして

は、ただ、キャンペーンだけでは到底利用す

るものではございません。今、都市圏バスの

再編を初めとして各種鉄道利用等、構造にか

かわる取り組みを行っているところでござい

ます。こうしたものがかみ合わないと、到底

熊本の車利用が中心となったような都市圏に

おいては、公共交通機関利用が進むわけでは

ございません。これは第一門であります。そ

の後キャンペーンが必要ないかといいます

と、当然キャンペーンということで意識づけ

という活動は必要なわけでございます。そう

したところが一つ一つの利用がどれだけの効

果が上がるかというのは、なかなか測定は難

しい、測定するだけの予算もないという中で

最低限の活動、キャンペーンについては最低

限必要な活動を行っているというふうに考え

ております。

○中原隆博委員長 吉田委員よろしいです

か。

○吉田忠道委員 はい。

○西岡勝成委員 関連もちょっとするかもし

れませんけれども、交通対策室長、三県架橋

の大会、私もね、もう10回以上多分、長崎に

行ったり、鹿児島に行ったり、天草で大会に

出るんですけれども、大体、もう出席しなさ

る方は90％同じ、多分区長さんとか、ＪＣと

か、老人会とか、役所の方とか、大体、同じ

方が出席されてやられるんです。事業そのも

のはもちろん国に対する国交省に対するアピ

ールというのはわからぬでもないんですけれ

ども、やっぱりこういう機会に、例えば子供

たちを呼んで、まあ大体、１時間か１時間半

くらいで終わりますので、地元の子供たちに

そういうイメージというのかな、与える機会

とか、そういう何かちょっと変わったことを

やっていかぬと。毎年毎年、場所は変わるの

ですけれども、多分、出席されている方は90

％くらい同じ方で事業もシステムとか、海流

の調査とか、そういうことをやっておられる

んですけれども、もちろん国交省に対する、

先ほども言いますようにアピールせないかぬ

部分もあると思うのですが、何かマンネリ化

して、行くたびに何か寂しくなるような感じ

がするんですけれども、その辺どうですか。

○小林交通対策総室長 今、西岡委員がおっ

しゃいました、三県架橋、天草、島原、長島

ということで各地に２年ごとに持ち回りで大

会を開催しております。各大会1,000人規模

の人間が参加いたしまして、これは例えば、

昨年の牛深でありますと、牛深のときは1,00

0人集まる大会というのは大規模な大会でご

ざいます。昨年も大変な熱意を感じておりま

すので、私どもは決してマンネリ化した雰囲

気というものは感じておらないわけでござい

ますが、一つそうした機運をつくって、この

構想自体全体で橋脚分だけでも2,800億円程

度の大事業でございます。一朝にできるもの

ではなくて、きちんとした技術調査を長年積

み重ねてようやく進んでいくものでございま

すけれども、少なくとも今、長島架橋につい

ては、高進捗区間として国土交通省も認める

ような状況でかなり進んできているというふ

うに感じております。こうした中で機運の盛
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り上げというものをなるべく切り口を変えて

進めていくべきであるということについては

認識しておりまして、例えば今、委員もおっ

しゃいました子供たちの意識づけを高めると

いう意味では３県の少年サッカー大会という

ものをここ数年行っておりますとか、絵画コ

ンクールまたは作文コンクールというものを

通じて、子供のレベル、また、子供を持つ家

族レベルの意識を高めようという活動を展開

しておるところでございます。

○西岡勝成委員 ３県のサッカー大会とか、

別にありよるんですけれども、それは名を変

えただけでの話であって実態はどうやってど

ういうところにかかるのかと、子供たちは全

くわからないわけです。だから、こういう機

会に高校生でも小学校の高学年でもいいか

ら、やっぱりそういう夢が現実として動くの

だというような一つの教育のチャンスにもで

きればして、若者に夢を与えてほしいし、そ

ういう企画もたまには変えてやってほしいと

思います。

○小林交通対策総室長 委員、御指摘のこと

をしっかり認識しつつ取り組みを展開したい

と思っております。

○西岡勝成委員 よろしくお願いします。

○中原隆博委員長 今、私からちょっと言う

のもなんでございますけれども、やっぱり子

供たちが夢を持って、そしてまた、現場の先

生方もそれぞれ、地方政治家といえども、こ

れは夢を語らなければならないわけです。だ

から、今お話がありましたように、児童、生

徒を含めて若い人たちにもそういったイベン

トに参加していただくとか、やっぱり大々的

なこの将来の構想を見据えた三県架橋に向か

う気持ちを企画、立案していくべきじゃない

かと、このようにも私も思いますので、どう

ぞひとつまた、今年度以降も新たなる斬新な

アイデア等を持ち込んだような形での大会を

ぜひつくっていただきたいと要望を申し上げ

ておきます。

ほかに。

○竹口博己委員 市町村総室松見総室長、大

変御苦労されて、25ページにもうたってあり

ますけれども、既に合併された市町村に対す

る支援策、それはそれとして大事ですね、立

派に取り組んでおられます。これから取り組

んでいこうとされております。それともう一

つは新たな合併の推進という、この旧法制下

での合併の時期ですね、いろいろ県の姿勢も

指摘されてきたところですけれども、県は推

進すると言いながら何やら一歩引っ込んだ、

問題は現場だ、現地だ、現地の思いを尊重す

るみたいなことで県が推進していながら、リ

ーダーシップを発揮したという場面がなかな

か県民に見えてこなかったというのが印象で

はなかったかと。先般、本会議でも議論があ

っておりましたけれども、この市町村合併に

向けて、例えばそこにもうたってありますけ

れども、熊本県市町村合併推進構想第２次、

これを今月末を目途に策定をするという、こ

れは熊本市と富合の動きを見てということな

んでしょう。つまり何か動きがあったら、こ

ういうことをするというのでなくしてです

、 、 、ね 県が推進しとるんだったら もっと先手

先手でリーダーシップを発揮するのは恥ずか

しいことでないと僕は思うのです。それを常

に一歩引いて何か動きが出たら、よし、いく

、 、ぞというようなのは どっちがリーダーだと

だから、今残ってしまうところもある。自治

体によっては、最後の結びにつけてある合併

機運の醸成に取り組む――それは意識の啓発

とか何とかを指しておるんでしょうけれど

も。どうなんですか、室長、合併したがよか

ですよというような動きをされるんですか。

余り具体的にいくとまた総室長もかわいそう
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だから、とにかく例えば植木だとか、益城だ

、 、とか 特に熊本市政令指定都市が望ましいし

それに県も支援するというスタンスを天下に

明らかにされたんだから、飛び地というのも

ないんだから、熊本市に隣接する自治体に市

と合併した方が先々いいんじゃありませんか

という立場で積極的な言動をとっていかれる

のか、ちょっと安心するようなコメントを一

言。

○松見市町村総室長 後ほど報告の中で御説

明する予定だったわけなんですけれども、現

在、市町村合併の推進構想第２次、これの策

定改定作業をやっております。確かにその中

では熊本と富合のみを入れた改定でございま

す。ただ、今回の議会で知事答弁にもありま

したように、今年度中には合併新法の期限を

踏まえまして、さらに多くの組み合わせを書

き入れたいというふうに思っておりますの

で、それに向けての努力を、機運の醸成を初

め、そういう働きかけを含めて熊本市と、政

令市に関しましては熊本市とよく連携をとり

ながら進めていきたいというふうに思ってお

ります。

○竹口博己委員 なるほど、わかりました。

○中原隆博委員長 よろしゅうございます

か。

○竹口博己委員 はい、結構です。ありがと

うございました。

○早川英明委員 国際課です。36ページをお

願いします。モンタナクマモトプラザの運営

事業です。ここにございますけれども、この

モンタナと熊本県は姉妹提携をされてもう随

分たちますが、事ここに来てなお、このプラ

ザを支援するような価値が、私は今現在ある

のかなというふうに思いますけれども、そろ

そろこのあたりもどんな方向にか見直すよう

な時期に来ているのじゃなかろうかなという

ふうに思いますが、いかがでしょうか、何か

コメントございますか。

○園田国際課長 国際課でございます。今、

委員、御指摘のクマモトプラザの件ですけれ

ども、ちょうどモンタナとの姉妹提携が25周

年になります。今年は記念式典も予定をして

おります。知事がモンタナに行くことにして

おりますし、向こうからも熊本を訪問される

ということになっておりますけれども、クマ

モトプラザについても議会の方でもちょっと

御指摘があっておりまして、現在、今の意見

を踏まえながら検討しているところでござい

ます。

○早川英明委員 わかりました。私は、同じ

この事業を組んでいくならば、今後は有意義

な地域に、東南アジアとか、そっちの方にシ

フトした方がいいじゃなかろうかなというふ

うに思います。どうかひとつ御検討のほどを

よろしくお願い申し上げます。

○中原隆博委員長 要望でよろしゅうござい

ますか。

○早川英明委員 はい。

○中原隆博委員長 わかりました。ほかに質

疑はありませんか。

○西岡勝成委員 大変大きな問題で知事がい

らっしゃれば知事が一番いいのですけれど

も、総務部長にお尋ねしたいんですが、知事

も就任されて来春で、あと半年くらいで８年

になります。どうしても我々も選挙で回って

て、知事の姿勢というのか、どこを向いてお

られるのか、なかなかわかりづらい。きょう
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も説明の中でいつも出てくるんですけれど

も、ユニバーサルデザインとパートナーシッ

プというのはいつも並列的に基本姿勢という

のですか、理念というのかな、という形で出

てくるんですけれども、それは基本理念とし

てはわかるのですけれども、政策としてはな

かなか、小さいことはいろいろやっておられ

ることはわかっておりますよ、やっているん

ですけれども、それを熊本県がどういう方向

に向いているという県民から見た場合、非常

に見えづらい部分がありますので、何かセー

ルスポイントというか、キャッチフレーズ的

な、豊かで暮らしやすい熊本、なんだっけ、

元気な熊本か、それ何かわからぬですけれど

も、しかし、東国原さんみたいに、何か要す

るに自分ところは農業県で宮崎の産品を売り

込んでいくんだというような、何かわかりや

すい、もうちょっとフレーズというか、動き

というか、ないもんですかね。それ次第で選

挙運動をしようか、しまいか……。

○中原隆博委員長 総務部長、明確なビジョ

ンがちょっと欠けているんじゃないかと、こ

ういう御指摘であります。

○原田総務部長 議員もおっしゃいましたよ

うに、非常に大きな質問といいますか、だと

思いますけれども、今おっしゃいましたＵＤ

とか、パートナーシップ、これは御指摘のと

おり、理念といいますか、その政策を進めて

いくに当たっての手法といいますか、そうい

う面があると思いますので、そういう意味で

はどういう方向というか、どういう政策を中

心にやっていくのかというのか、見えづらい

というのは確かにあると思います。しかし、

そういった理念を基礎に県政の基本において

やっていくというのは御理解をいただきたい

と思います。

あとは個別の政策につきましては、きょう

は総合政策局もおりますけれども、御承知の

ように重点施策というのを定めまして、それ

を推進していると、それを評価しながらロー

リングしているという形でございます。です

から、その重点施策がある面では目指すべき

具体の政策であるし、施策だというふうに私

どもは理解しておりますけれども、何せ若干

数が多いもんですから、そういう面では絞り

込めてないという面はあると思いますけれど

も、今の御意見も踏まえまして、もう少し県

民にとってわかりやすい形でのアピールとい

うか、それはまた検討させていただきます。

○西岡勝成委員 ワンフレーズでいいと思う

のですよ、もう少しはっきり方向性を出して

ください。

○中原隆博委員長 よろしゅうございます

か、なければ、これで付託された議案等に対

する質疑を終了いたします。

それでは、ただいまから、本委員会に付託

されました議案第１号から第７号まで、第12

号及び第15号について一括して採決したいと

思いますが、御異議ありませんか。

（｢異議なし」と呼ぶ者あり)

○中原隆博委員長 御異議なしと認め、一括

して採決いたします。

議案第１号外８件について原案のとおり可

決することに御異議ありませんか。

（｢異議なし」と呼ぶ者あり)

○中原隆博委員長 異議なしと認めます。よ

って、議案第１号外８件は原案どおり可決す

ることに決定をいたしました。

次に、本委員会に付託されました請願を議

題とし、これについて審議を行いたいと思い

ます。

まず、請第２号消費税の増税に反対する意

見書の提出に関する請願を審査しますが、国

レベルの問題でありますので、執行部の説明

は省略いたします。

次に、採決に入ります。請第２号について
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いかがいたしまょうか。

（｢不採択」と呼ぶ者あり)

○中原隆博委員長 ほかに。不採択でよろし

ゅうございますか。

（｢はい」と呼ぶ者あり)

○中原隆博委員長 それでは、不採択という

意見がありますので、不採択についてお諮り

いたします。

請第２号を不採択とすることに御異議あり

ませんか。

（｢異議なし」と呼ぶ者あり)

○中原隆博委員長 御異議なしと認めます。

よって、請第２号は不採択とすることに決定

をいたしました。

次に、請第３号について執行部から状況の

説明を願います。

○由解文化企画課長 文化企画課でございま

す。

請第３号熊本県立劇場にパイプオルガンの

設置促進に関する請願では、請願の趣旨とい

たしましては、昭和57年に開館いたしました

県立劇場のコンサートホールにはパイプオル

ガンの設置施設が確保されております。そこ

にパイプオルガンの実現を求めるものでござ

います。この件につきましては、県立劇場の

オープン前の昭和56年ごろから再三検討を重

ねてまいってきております。設置に伴います

費用、例えば、他県の例では約２億円から３

、 、億6,000万円 設置後の維持費管理費の問題

、 、また 設置期間中の６カ月程度の休館の問題

その他利用の頻度の問題等がございまして、

現在まで実現に至っておりません。現在の財

政状況、また、県立劇場の費用対効果等から

考えた場合に非常に早期実現することは困難

な状況でございますけれども、引き続き将来

的に何らかの工夫や方策ができないか研究を

してまいりたいというように思っておりま

す。よろしくお願いいたします。

○中原隆博委員長 ただいまの説明に関しま

して質疑はありませんか。

（｢ありません」と呼ぶ者あり)

○中原隆博委員長 なければ質疑を終了いた

します。

次に、採決に入ります。請第３号について

いかがいたしましょうか。

（｢継続」と呼ぶ者あり)

○中原隆博委員長 継続という意見がありま

すので、継続についてお諮りいたします。

請第３号を継続審査することに御異議あり

ませんか。

（｢異議なし」と呼ぶ者あり)

○中原隆博委員長 異議なしと認めます。よ

って請第３号は継続審査とすることに決定い

たしました。

次に、閉会中の継続審査事件についてお諮

りいたします。

議事次第に記載の事項については、閉会中

も継続審査することを議長に申し出ることと

してよろしいでしょうか。

（｢異議なし」と呼ぶ者あり)

○中原隆博委員長 それでは、そのように取

り計らいます。

次に、その他に入ります。執行部から報告

の申し出が８件あっております。

まず、執行部の報告を求めた後、一括して

質疑を受けたいと思います。それでは、関係

課長から順次報告をお願いいたします。

まず、総務部から田崎人事課長、どうぞ。

○田崎人事課長 人事課でございます。お手

元資料の総務常任委員会報告資料１をお願い

をいたします。

まず、熊本県職員行動規範の策定及び内部

通報制度の外部窓口設置についてでございま

。 、す お手元資料の１の背景にありますように

地方分権改革が進む中、昨年来、他県におい

てではございますが、地方におきます公共調

達をめぐりまして一連の不祥事が発生したと
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ころでございます。このような中、昨年12月

の全国知事会におきまして、都道府県におけ

る公共調達に関する指針が取りまとめられ、

各都道府県においては、法令遵守の徹底や入

札制度改革にそれぞれ取り組むこととなった

ところでございます。今回、策定する予定の

熊本県職員行動規範及び内部通報制度の外部

窓口設置は、当該指針に掲げられております

法令遵守等を推進する本県の取り組みの一つ

でございます。

まず、２の(１)の熊本県職員行動規範につ

いてでございますが、これは不祥事の防止を

初め職員一人一人が県民との信頼関係をより

確かなものにするために、職員がとるべき判

断や行動のあり方について、基本的な事項を

定めるものでございます。具体的には２ペー

ジをお開きいただきたいと思います。２ペー

ジに熊本県職員行動規範骨子を掲げさせてい

ただいております。この下の方の四角囲みで

掲げておりますけれども、１の業務に対する

姿勢から７番の危機管理の対応まで７つの分

野におきまして①から⑬までございますけれ

、 。ども 13項目の心得を整理いたしております

今後この骨子に沿った形で県職員として心得

ておくべきことなどをわかりやすくまとめた

マニュアル的なものを策定していくこととい

たしております。申しわけございませんが、

１ページにお戻りいただきたいと思います。

続きまして、２の(２)内部通報制度の外部

窓口設置についてでございますが、平成18年

４月１日から施行されております公益通報者

保護法を受けて本県でも法令違反等に対する

通報を適切に処理するため、平成18年４月か

ら熊本県職員内部通報制度に関する要綱を定

め県庁内に内部通報窓口を設置したところで

ございます。今般さらなる法令遵守を徹底す

るために、新たに弁護士による外部の通報窓

口を設置することといたしております。制度

の概要につきましては、３ページの方にフロ

ー図を掲げさせていただいております。この

フロー図の右側にございますように、新たに

外部窓口を設置するというものでございます

ので、後ほどごらんいただければと思ってお

ります。この熊本県職員行動規範及び内部通

報制度の外部窓口設置につきましては、いず

れにつきましても、この６月中の策定設置を

目指して作業を進めているところでございま

す。

続きまして、報告資料２、引き続きよろし

くお願いをいたします。報告資料２でござい

ます。熊本県中小企業振興基本条例の取り組

みについてでございます。中小企業振興基本

条例につきましては、商工観光労働部が窓口

となっておりますけれども、全庁的に関連す

る事柄でございますので、当委員会において

も御報告させていただくものでございます。

１ページをおめくりいただきたいと思いま

す。条例の概要というのが１ページ、２ペー

ジで熊本県中小企業振興基本条例が掲げられ

ております。時間もございますので、この中

身については、改めて御説明することは省略

をさせていただきたいと思います。

資料の５ページをごらんいただきますでし

ょうか、ここに中小企業振興基本条例の取り

組みについてというところがございます。ま

ず、全庁的な推進体制としましては、従来か

ら中小企業の振興につきましては、商工観光

労働部が所管しておりますが、本条例に関し

ましても、商工観光労働部が全庁の調整、取

りまとめを行うこととしております。その５

ページ、資料の一番左下でございますけれど

も、全庁的な推進体制といたしましては、総

、 、合調整推進体制を用いまして 政策部長会議

政策調整会議で施策の推進を図ることといた

しております。

６ページをお願いをいたします。

取り組みの内容についてでございますが、

(１)にございますように、まず、所管の商工

観光労働部におきまして各部局の分も含めま

して、中小企業振興施策を取りまとめ、熊本
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県中小企業振興の主要施策を毎年度作成し議

会に報告するとともに、県民に公表してまい

ることといたしております。今年度分といた

しましては、８ページの方に参考資料１とし

て掲げてございますが、８ページ以降に今年

度のものとして掲げさせていただいておりま

す。参考資料の説明は省略をさせていただき

ます。６ページに戻っていただきたいと思い

ます。

次に、(２)の庁内の周知についてでござい

ますが、これも毎年度当初に県の発注する工

事、物品及び役務の調達についての留意事項

を通知しまして、周知を図ることといたして

おります。

次に、(３)の国等への中小企業関連施策の

改善要望につきましては、毎年度実施いたし

ます県から国への政策提言の中で強く訴えか

けてまいります。

最後に(４)の中小企業、県民への周知、啓

発につきましては、仮称ではございますけれ

ども、中小企業セミナーを実施するほか、昨

年度から開始いたしました新事業支援調達制

度の周知など、さまざまな機会に周知を図っ

てまいることといたしております。県内事業

者の99％を占めます中小企業の振興は県政に

とりましても重要な課題でございまして、今

回の条例制定を機に県議会の御意見も伺いな

がら各部におきましても、さらに取り組みを

進めていくこととしておりますので、よろし

くお願いをいたします。

人事課からは以上でございます。

○小嶋行政経営課長 行政経営課長でござい

ます。報告事項の３をお願いいたします。

熊本県の行財政改革基本方針に基づきます

平成18年度の実施計画の取り組み結果につき

まして、御報告を申し上げます。報告資料の

１ページをお開きいただきたいと思います。

１のこれまでの取り組みといたしまして

(１)に記載しておりますが、枠の中でござい

ますが、国の三位一体改革による地方交付税

の大幅な減少、地方分権の進展や市町村合併

の進展など、県を取り巻く環境変化を踏まえ

まして、平成17年の２月に策定をしておりま

す行財政改革基本方針に沿って毎年度実施計

画を策定し、行財政改革を推進しているとこ

ろでございます。(２)の下段の方でございま

すが、記載しておりますとおり、平成18年度

は実施計画に掲げました200項目を中心に取

り組みを進めたところでございまして、次の

２ページに概況を記載してございますが、平

成19年度の取り組み結果につきましては、当

初予算編成や組織編成等に反映をしたところ

でございます。２ページの２つ目の丸のとこ

ろでございますが、そこに記載しております

が、国におきましては、昨年度行革推進法、

地方分権改革推進法等、行財政運営に関しま

す新しい法律が施行されるなど、さらなる行

革推進に向けて新たな動きが出てきていると

ころでございます。３ページ以下に平成18年

度の主な取り組みを書いてございます。３ペ

ージをお願いいたします。

３ページのⅠの行政改革でございます。

(１)の組織体制の見直しにつきましては、①

本庁組織の見直しの中で関連類似業務の再編

統合を図りまして、18年の４月から農政部、

林務水産部の統合など10部局90課体制から９

部局74課体制に１部16課を削減したところで

ございます。また、その他の出先機関の欄で

ございますが、見直しといたしまして保健学

院の廃止あるいは産業技術センターの設置等

に取り組んだところでございます。次に、下

段の方でございますが、③職員数の削減につ

きましては、18年の２月に策定をいたしまし

た新定員管理計画に基づきまして、見直しを

進めてございまして、18年の４月現在で前年

度比348人の削減を行ったところでございま

す。

次に、４ページをお願いいたします。４ペ

ージの(２)の業務見直しでございます。①の
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県行政の守備範囲の見直しといたしまして、

市町村への事務権限の移譲を行っているとこ

ろでございまして、平成19年の４月から新た

に18法令136項目の権限移譲を実施したとこ

ろでございます。②の県の出資団体の見直し

につきましては、県議会財政対策特別委員会

からの御提言等を受けまして、43団体につき

まして策定しております見直し実行計画に沿

って見直しを進めてございまして、平成18年

度までに団体の廃止５団体、県費支出の削減

24億円、職員数で47人の関与の見直し等を図

ったところでございます。③の業務効率化で

ございますが、民間活力活用の中で新たに５

業務の民間委託を実施するとともに、本県独

自の提案公募型アウトソーシングの20年度か

らの実施に向けて準備を進めているところで

ございます。また、県の公の施設の指定管理

者制度導入につきましては、18年の４月から

40施設に導入したところでございます。

次に、５ページをお願い申し上げます。５

ページのⅡの財政改革でございますが、(１)

でございます。予算編成の大幅なあり方の見

直しでございますが、枠配分予算編成方式の

拡大、大まかな収支見通しの策定、事業再構

築枠の拡大等を実施したところでございま

す。また、(２)の歳入構造の見直しの中では

県税収入の確保といたしまして、コンビニで

の自動車税の収納等をそれぞれやったところ

でございます。

それから次に、６ページをお願いいたしま

す。６ページになりますが、県のホームペー

ジにバナー広告の導入など、新たな税外収入

確保対策にも取り組んだところでございま

す。(３)でございます。歳出構造の見直しに

つきましては、①事務事業の重点効率化につ

きまして平成18年度は６分野58プロジェクト

を重点プロジェクトに選定をいたしまして、

部局横断で部局の壁を越えて推進する体制を

とるなど積極的に取り組んだところでござい

ます。②の総人件費の抑制につきましては、

国の給与構造改革に準じまして本俸関係で平

均で4.8％の給与水準抑制を図るとともに、

諸手当につきましても所要の見直しを実施し

たところでございます。

次に、７ページをお願い申し上げます。７

ページの④一番上でございますが、公債費の

見直しにつきましては、平成18年度の県債発

行額を元金償還額を下回る額といたしまし

て、県債残高を126億円縮減をしたところで

ございますし、民間資金借り入れ時の償還期

間延長にも取り組んだところでございます。

また、⑤の一般行政経費の見直しにつきまし

ても、単県補助金の見直し等に引き続き取り

組んだところでございます。

次に、８ページをお願いいたします。８ペ

ージのⅢの意識改革でございますが、意識改

革につきましては、職員のコスト意識の醸成

という観点から、全班１事業見直し運動を全

庁的に展開をいたしておりまして、864件ほ

どの見直しを実施したところでございます。

また、下段の方でございますが、(２)の成果

重視型の人事管理、人材育成の推進について

は、職員の意識改革を推進することを目的に

平成19年３月に新たに人材育成ビジョンを策

定してございまして、それとともに職員研修

の充実などにも取り組んだところでございま

す。

次に、９ページをお願い申し上げます。９

ページの(３)でございますが、県民とのパー

トナーシップによる県行政の推進につきまし

ては、①県民との情報共有といたしまして、

県の財政状況、行財政改革の実施状況、政策

評価等につきまして、県庁ホームページ等を

通じて積極的な情報提供を実施したところで

ございます。これら平成18年度の取り組み結

果につきましては、近日中に県のホームペー

ジに詳細版を掲載し、県民への公表も行うこ

ととしてございます。

10ページ以降につきましては、２月の県議

会で御説明を申し上げ既にホームページ等で
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公表をいたしておりますが、平成19年度、本

年度の実施計画の概要を参考までに添付させ

ていただいておりますが、本日は説明を省略

させていただきます。

最後に冒頭も申し上げましたけれども、依

然として大変厳しい財政状況にございますの

で、今後とも行財政改革の推進に向け取り組

みをさらに強化することとしておりますの

で、よろしくお願いを申し上げます。

以上でございます。

○松見市町村総室長 市町村総室でございま

す。市町村合併の推進状況につきまして御報

告させていただきます。お手元の別冊の報告

資料４でございますけれども、１ページをお

願いいたします。

まず、合併新法下での取り組みでございま

すけれども、アンダーラインを引いておりま

す最近の動きを中心に御説明いたします。合

併新法下での市町村合併につきましては、こ

れまで昨年５月に策定いたしました第１次合

併推進構想により推進してまいりましたけれ

ども、本年１月に熊本市と富合町との間で法

定協議会が設置されましたことから、国、県

の支援の対象とするために、その組み合わせ

を追加する第２次構想を策定するということ

にしております。また、今後とも具体的な地

域の動きを踏まえまして、構想内容の追加変

更を行ってまいりますけれども、合併新法が

平成22年３月までの時限立法であることか

ら、できるだけ早く地域の動きにつながるよ

う合併機運の醸成を図ってまいります。

次に、これまでの主な経緯、取り組み等で

ございますけれども、２ページにかけて記載

しておりますとおり、これまでさまざまな啓

発活動等に取り組んでまいったところでござ

います。

次に、Ⅱの熊本市・富合町合併協議会の検

討状況でございますけれども、今年の１月に

設置されて以降、現在まで４回開催されまし

て合併方式や各種事業についての協議が進め

られているところでございます。

次に、３ページをお願いいたします。政令

市移行にかかわります庁内検討会議の設置に

ついてでございますけれども、熊本市の政令

指定都市移行につきましては、それまで関係

各課で案件ごとに対応してまいりましたけれ

、 、ども 本年３月に熊本市と連携いたしまして

県と市の双方でそれぞれ全庁的な検討組織を

設置したところでございます。今後はこの検

討会議におきまして、政令指定都市に移譲さ

れる事務の内容や県行政への影響や課題等々

の調査、研究を行い、また、県民への情報提

供を行ってまいるということにしておりま

す。

次に、今年度の取り組みについてでござい

ますけれども、丸の２番目に記載しておりま

すとおり、本年度は特に小規模町村が多く残

っております荒尾・玉名地域など３地域に対

しまして、勉強会の開催支援、特区セミナー

等の開催等々で合併機運の醸成を重点的に図

ってまいります。また、丸の４番目ですけれ

ども、合併した市町村への支援を引き続き行

いますとともに、本来、合併効果というもの

は長期的視点から判断すべきものではござい

ますけれども、合併支援の機運醸成を図る観

点からも現時点で短期的な効果になりますけ

れども、現地点での合併効果について検証い

たしまして、県民に情報提供してまいりたい

と思っております。最後の丸でございますけ

れども、政令市実現に向けても機運の醸成を

図るために熊本市と連携し、この秋にシンポ

ジウムを開催したいというふうに思っており

ます。

次に、５ページ以降の参考資料についてで

ございますけれども、第２次合併推進構想案

の概要を記載しております。この中で８ペー

ジをごらんいただきたいと思います。今回の

改定につきましては、熊本市と富合町の組み

合わせにつきまして、ここに記載のとおり追
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加しております。また、あわせましてデータ

や文言、これにつきまして全部にわたって時

点修正したところでございます。冒頭で御説

明いたしましたとおり、合併新法の期限を踏

まえますと本年度は特に重要な時期でござい

ます。本年度中にはさらに多くの組み合わせ

を構想に追加できますよう、構想で示してお

ります合併対象市町村への働きかけを強く行

ってまいることにしております。

以上でございます。

○梅本地域政策課長 資料５が九州新幹線を

活用した熊本づくりでございますが、先ほど

主要事業のところで御説明しましたので、裏

側の２ページをごらんいただきますように、

各分野ごとに非常に多岐にわたる取り組みを

展開してまいります。いろいろ書いておりま

すが、要は県を挙げて各地を巻き込みながら

取り組みの拡大を図っていくために、頑張ら

せていただきます。

、 、続きまして 次の資料の６でございますが

農業試験場跡地の利活用の検討状況の御報告

でございます。１番目に書いておりますよう

に、平成16年５月に事業予定者を選定して、

２番目に書いておりますように、18年２月に

検討協議会を設置しまして８回にわたって検

討をしてまいりました。このたび３番にあり

ます基本計画のマスタープランがロック開発

株式会社から県の方に提出されました。今後

県といたしましては、このマスタープランの

提出を受けまして、新しいまちづくり３法に

伴います広域調整やあるいはＡ区画の用途地

域を準工業地域から近隣商業に変更する必要

がございますので、そのような変更手続が必

要になってまいりますが、こういった手続の

中で今後も商工団体や地元とよく協議をして

いきたいと思います。添付しております資料

は次のＡ３判の横長がその内容でございます

し、その下に図面を書かせていただいており

ます。左側からＡ区画、Ｂ区画、Ｃ区画でご

ざいまして、右上の一番広いところがＡ区画

でございまして、先ほど言いました用途地域

の変更等の手続が必要な区域となっておりま

す。

以上でございます。

○田嶋川辺川ダム総合対策課長 川辺川ダム

総合対策課でございます。報告事項７につき

まして御説明させていただきます。

まず、１ページの治水をめぐる状況でござ

、 、いますが 経緯の一番上のポツですけれども

川辺川ダムをめぐりましては球磨川漁協の２

度にわたる漁業権補償契約案の否決、利水訴

訟の国側敗訴、国交省における漁業権等の収

用裁決申請取り下げ等によりまして、ダム本

体着工ができない状態が続いております。ポ

ツの３つ目でございますが、平成18年４月か

ら11回にわたる審議を経まして、平成19年５

月には国土交通大臣による基本方針が策定さ

れております。真ん中の箱の方に書いており

ますが、人吉地点で治水安全度80分の１、基

本高水7,000トン、計画高水4,000トン、洪水

調節施設への配分3,000トンというものが定

。 、められております この２つ下のポツですが

現在、国土交通省は県からの要請等を踏まえ

まして、11市町村において報告会を開催して

おるようでございます。

今後の取り組みでございますけれども、先

ほど御説明しましたように、河川整備計画を

策定する段階、次に進みますけれども、利水

をめぐる状況、それと発電をめぐる状況等が

変化しておりますので、県としましては、ま

ず、報告会の状況とか次の動きを注視してま

いります。

次に、２ページでございます。利水をめぐ

、 、る状況につきましては 経緯につきましては

説明は省略させていただきたいと思います。

⑥番で現在の地元の動きというものを書いて

おります。本年４月の統一地方選におきまし

て、関係３首長、人吉、錦、あさぎり町の首
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長交代がございました。その後４月30日に矢

上村長が条件つきながら６市町村での協議に

応じる考えを示し、これを受け５月14日から

６市町村協議が開催されております。今後の

取り組みとしましては、まず、地元市町村の

動きをしっかり見きわめてまいりたいという

ふうに思っております。

次に、水没者の生活再建について３ページ

でございます。経緯につきましては、ここに

書いてあるとおりでございます。それで参考

のちょうど真ん中ほどに箱がございますが、

水源地域整備計画につきましては、(１)②番

で総事業費で平成18年度末で約721億円の事

業となっております。進捗率は④の現在まで

90％ということでございます。今後の取り組

みですが、まず、五木・相良両村の生活再建

整備を最優先課題として今後とも早期整備を

国に要請していきます。さらに県としまして

は、両村と策定しました五木・相良地域振興

計画の見直しを含めまして積極的な支援に取

り組んでまいりたいというように思っており

ます。さらに以下参考資料として、河川整備

基本方針等の資料を添付しておりますので、

御一読ください。

以上でございます。

○坂本管理調達課長 管理調達課でございま

す。報告資料の８をお願いいたします。物品

調達等に関する入札契約制度について御報告

いたします。平成18年12月、全国知事会にお

いて都道府県の公共調達改革に関する指針が

、 、まとめられ この指針におきまして物品調達

、 、 、印刷の請負委託等についても 一層 競争性

透明性を高めるため、一般競争入札の拡大を

図るべきとされていることを踏まえまして、

次のとおり取り組むこととしております。

まず、１の一般競争入札の拡大についてで

、 、ございますが (１)の物品等につきましては

平成18年度までは政府調達に関する協定いわ

ゆるＷＴＯの基準額3,200万円以上の物品及

び250万円を超える被服について一般競争入

札により実施してまいりましたが、対象範囲

を順次拡大していくこととしております。ス

ケジュールにつきましては、本年４月から集

中調達に係る物品のうち、250万円を超える

。 、自動車及びＯＡ機器を加えております また

この10月からは集中調達に係る160万円を超

える物品及び250万円を超える印刷物に拡大

することとしております。なお、集中調達と

いう言葉が出てきておりますけれども、資料

の中ほどに米印をつけて記載しております。

事務の簡素化及び効率化を図るため、管理調

達課において県で使用する物品の購入を集中

的に行うものでございます。

次に、(２)の業務委託等についてでござい

ます。この業務とは清掃や整備機器の保守業

務等のことですけれども、現在ＷＴＯの基準

額以上の業務委託等及び情報処理業務や庁舎

の設備管理、機器保守など、一部の業務につ

いて各所属で一般競争入札により実施してお

りますが、対象範囲を順次拡大していくこと

としております。導入スケジュールについて

は、平成20年４月から100万円を超える業務

委託等について行うこととしております。

次に、２の電子入札の拡大についてでござ

いますが、これにつきましては主要事業のと

ころで説明させていただきましたので、省か

せていただきます。

以上、今後の物品調達等に関する入札契約

制度について報告をさせていただきました

が、これまで物品調達については、事務用品

等少額なものが多く、そのほとんどを県内事

、 、業者に発注しておりますとともに 庁舎清掃

消防設備の保守点検などの業務委託について

、 。も 大部分は県内事業者に発注しております

これまでも県内事業者から調達できるものは

県内事業者に発注してまいっておりますが、

この３月に制定されました熊本県中小企業振

興基本条例の趣旨を十二分に踏まえまして、

今後とも物品の調達につきましては、県内事
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業者の受注機会の増大に努めてまいりたいと

考えておりますので、よろしくお願いいたし

ます。以上でございます。

○中原隆博委員長 ありがとうございまし

た。

以上で執行部の報告は終わったわけでござ

いますけれども、報告事項について質疑を受

けます前に、先ほど西岡委員の方から総務部

長へ質問があったわけでございます。パート

ナーシップ、ユニバーサルデザインだけでは

ちょっと物足りないではないか、もう少しコ

ンパクトにアピール度の高いものにすべきで

はないかというような御指摘等もございまし

た。これについて木本総合政策局長から補足

、 。説明の申し出があっておりますので どうぞ

○木本総合政策局長 タイミングが少しずれ

ましてまことに申しわけございません。先ほ

どの西岡委員からの総務部長への質問でござ

います。基本的には総務部長、説明したとお

りでございます。ユニバーサルデザイン、パ

ートナーシップが県庁の基本理念でございま

すが、進むべき方向性につきましては、本県

政としましては、だれもが住みたい、住み続

けたい熊本づくりというのが方向性でござい

ます。住みたい、住み続けたい熊本づくりの

ために元気で明るい熊本づくりということを

大きなテーマということで県政を運営させて

いただいております。元気で明るい熊本づく

り、元気ということは活力があること、明る

いということは夢があることというふうに我

々、解釈をいたしております。

その熊本づくりのために６つの重点分野を

設定をいたしております。あらゆる産業の元

気づくり、安全・安心なまちづくり、豊かな

人間性や実力を磨く教育文化、支え合いだれ

、 、もが出番の福祉社会 未来に続く県土づくり

美しい熊本環境立県、この６つの大きなジャ

ンルで県政を進めていくという状況にござい

ます。よろしくお願いいたします。

○中原隆博委員長 西岡委員、よろしいです

か。

○西岡勝成委員 もう一遍、勉強します。

○中原隆博委員長 今の西岡委員の趣旨を踏

まえて、さらに努力と精進を重ねていただき

たいと思いますし、また、私たち議員も執行

部と一体となってやっていかなければならな

いことはわかっておりますけれども、宮崎の

東国原知事じゃないですけれども、もう少し

明確なビジョンを高らかに高く掲げてやって

、 、ほしいという その心意気を示してほしいと

そのような気持ちが含まっておると思います

ので、どうぞよろしくお願いいたしたいと思

います。

それでは、報告を受けましたので、報告に

対する質疑はございませんか。

○吉田忠道委員 報告事項の３につきまして

３ページの③職員数の削減ということで348

人削減があります。４ページのところで(２)

業務の見直し①の県行政の守備範囲の見直し

ということが書かれておりますけれども、こ

の人員の削減と業務の守備範囲の見直しは関

連があるのか、余りないのか、それとも明確

に関連があるとしたらそれはどれか、お聞き

したいですけれども。

○小嶋行政経営課長 行政経営課でございま

す。ただいま委員、御指摘がございました職

員数の削減とその県行政の守備範囲の見直し

についてでございますが、県行政の守備範囲

の見直しというのは、これは行政間の守備範

囲の見直し、例えば、国、県、市町村、そし

てまた県と、例えば、外郭団体でございます

とか、出資団体でございますとか、あるいは

民間とのその守備範囲の見直しとか、さまざ
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まございますけれども、こういった見直しを

し、そして県が行うべき課題に県の重点的な

人、物、金というものを重点的にそこに織り

込んでいくと、そういった見直しをやってい

くということでございますので、その結果に

つきましては、やはり定数の削減でございま

すとか、そういった余力の絞り出しといいま

すか、見直しにもつながってくるものでない

かというふうに思っております。

○吉田忠道委員 今のではちょっと何か明確

にわからないのですけれども、例えば、各市

町村に、業務を見直して、移動して、その結

果、こちらの担当の分が浮いたとか、そうい

うのは明確にはわからないですか。

○小嶋行政経営課長 行政経営課でございま

す。先生、今、御指摘の点は、多分、権限移

譲等ではないかなと思いますけれども、権限

移譲につきましても、それぞれ個別の市町村

に権限を移譲する分もございますし、県下一

円に一律にある権限を移譲するとか、そうい

ったものもございますので、一律にこの権限

を移譲したから、例えば、直接何人の削減が

あったと、そういう計算ができるものと、で

きないものとがございます。けれども、全体

的にはそういった形の中で権限移譲の結果、

その事務量としてはマイナスといいますか、

余力が出ると、そういった効果にはつながる

ものだと思っております。その効果につなが

ったものを県政の中で重点的に対応するもの

に逐次振り向けていくと、そういったことに

なろうかと思っております。

○中原隆博委員長 よろしいですか。

○吉田忠道委員 はい。

○鎌田聡委員 県職員の内部通報制度という

ことで、今回、外部窓口を設けられるという

ことですけれども、先般、これは６月17日の

、 、毎日新聞に出てたけど 内部通報の件数自体

九州各県非常に低い状況にあります。大阪市

なんかは１年間に870件あっているみたいで

すけれども、まず、報道によりますと熊本県

は昨年４月からスタートして２件ということ

で、非常に通報が多ければいいということで

はないと思いますけれども、多かしこ何か問

題が起こっているという心配もありますが、

一方では、内部通報というのは出しにくいよ

うな今までの制度でなかったかなというふう

に思ってます。そういう意味では今回、外部

の弁護士等の調査員ということで新設されま

すことは一定の効果は出てくると思います

が、ちなみにこれまでの２件が、はっきりし

た中身は言えないと思いますが、どういった

内容のもので、今フローチャートを見ますと

非常に是正措置だとか、処分を検討だとか、

再発防止等の徹底、どういった状況に処理さ

れたのか、やっぱりその辺もただ単に内部だ

、 、けでやってますと 途中で都合の悪かこつは

そういうことはしないと思いますけれども、

つぶされていく可能性もありますので、ちょ

っとこの２件の中身と状況を教えていただき

たいと思います。

○田崎人事課長 今、内部通報制度のこれま

での件数について18年度は２件というような

委員の御指摘でございました。この件につき

ましては、現在そのとおりでございまして、

内容につきましては、今、先ほどの内部通報

制度の概要のフロー図でいきますと、いわゆ

る内部窓口を通じまして関係所属で調査し、

通報者への周知の段階に来ているというとこ

ろでございます。まだこれから通知というこ

とになりますけれども、そのような形で今処

理をさせていただいておるところでございま

す。内容につきましては、この内部通報制度

の要綱の中でまとめて公表するというふうに

しているところでございます。今後できるだ
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け早くそのあたりの概要等を含めまして近い

うちに公表をさせていただきたいというふう

に思っておるところでございます。

以上でございます。

○中原隆博委員長 鎌田委員、よろしいです

か。

○鎌田聡委員 じゃ、これは要綱の中で内容

についてはどういう処理されたかというのは

公表されるというようになっているんです

ね。

○田崎人事課長 熊本県職員内部通報に関す

る要綱の中で15条に内部通報制度運用状況に

ついて、その概要を公表するものとするとな

っております。その辺については整理をしま

して、近日中にまた御報告、公表するという

ことにしております。

以上でございます。

○鎌田聡委員 いろいろ裏腹な問題もあると

思います。やっぱり通報者の保護の問題もあ

りますし、今回は外部窓口ということでそう

いった通報はある意味でしやすくなるのかな

というふうに思いますけれども、その後の処

理の流れ方次第ではそういった通報者に不利

益がないようにさらに徹底をしていかなけれ

ばならないと思いますし、もう１点、これは

内部通報です。外部からの通報というのは今

どうなっているんですか。

○田崎人事課長 熊本県職員内部通報に関す

る要綱の中では、いわゆる職員等からの通報

を受けるとなっておりますけれども、この職

員の中には知事部局に所属する職員、非常勤

職員、臨時職員を含みますけれども、この職

員以外に，例えば、知事部局の各機関を役務

の提供先とする労働者派遣事業の、そういっ

た派遣労働者の方とかも、また、そのほか請

負契約その他の契約で業務に従事する労働者

についても、この職員等の中に入ってくると

いうふうに要綱上は整理をさせていただいて

おります。そういう形で県庁内のことについ

て何か通報があれば、この内部通報制度で受

、 、けていくということになりますし もう一つ

これは内部通報、いわゆるこれをつくりまし

た大もとになります公益通報保護法というの

がございますけれども、この中で例えば、関

係するそれぞれの仕事の中でいろんな出来事

があれば、それぞれの担当する、それを所管

する、その法律を所管する所属へ通報すると

いうふうな規定になっておるところでござい

ます。

以上でございます。

○鎌田聡委員 済みません、ちょっと質問の

仕方が悪かと思いますけれども、内部通報制

度ですから、内部からの通報にこたえると思

いますけれども、全く外部の方から、ちょっ

とおかしな点があるというような通報は、こ

れじゃ受けないということですか、その外部

窓口もせっかくできるんですけれども。

○田崎人事課長 先ほどちょっと御説明をし

たことの繰り返しになりますが、県でつくり

ましたこの職員内部通報に関する要綱の中で

対象とします職員等というのは先ほどのよう

なことでございます。そのほかいろんなもの

につきましては、現在もいろんな形で報告、

いろいろ県の方へのお手紙でありますとか、

そういったものは受けることがございます

が、この内部通報に関する要綱の中で対象と

するということではないということでござい

ます。

○中原隆博委員長 よろしいですか。

それでは、ほかに。

○西岡勝成委員 中小企業支援に対する基本
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条例に係る振興策を上げていただきましたけ

れども、これは条例ができて間もなくですか

ら、関係する予算を集めたという感じでしょ

う、まだ。条例に基づいてこれだけの予算を

つくったというんじゃなくて、だから、今後

これは要望ですけれども、要するに県内の中

小企業の現状は大変厳しい中で、こういう我

々も提案、提言をして、条例ができたわけで

すから、今後はこれに基づいてより強固に施

策の推進ができるようにお願いをいたしたい

と思います。

○中原隆博委員長 御要望でよろしゅうござ

いますか。

○西岡勝成委員 はい。

○中原隆博委員長 ほかにありませんか。

○竹口博己委員 もう時間も迫っているんで

すが、実は先般の本会議でも川辺川ダム、田

嶋課長、川辺川ダムに対して賛否両論飛び交

う質疑がなされておりまして、どうもそこに

もさっき課長の報告にもありました国交省の

基本方針が出たことに知事が了承しがたいと

発言されたその意味、これは県のトップが国

交省が定めた方針に了承しがたいというその

発言はかなり重いものがあるというふうに常

識的にはそうとるですね、県民は。それは何

を了承しがたいとおっしゃっているのか、つ

まりその小委員会に入っておられたわけで、

そのプロセス、結論を見い出したプロセスが

気に食わぬと、だから、了承しがたいとおっ

しゃっているのか、あるいは出された方針が

了承しがたいということなのか、いまいち、

ようわからぬ。ただ、国交省の説明責任を現

場に来て果たしてくださいよという、素直に

取ると、説明すりゃあ、いいですと、つまり

結論はよしとしているということなのか、よ

くわからぬのです。

ただ、別の場で、別の機会に、やりとりは

させていただこうと思っておりますが、きょ

うはやさしい一言を聞きたいんです、上野理

事でもいいでしょう、田嶋課長でもいいです

よ、県のトップの知事のダムに向けたスタン

、 、スと そのスタッフの理事や課長のスタンス

これは水一滴も漏らさぬ閣内一致でございま

しょうね、そこらをやさしく答えてください

ませ。

○中原隆博委員長 それはどちらが。

○田嶋川辺川ダム総合対策課長 まず、私の

。 、方からお答えいたします 基本的に県の姿勢

これは行政としての継続性、一体性がありま

すので、知事の姿勢、執行部の姿勢同じだと

いうふうに思います。

○中原隆博委員長 続きまして上野理事。

○上野理事 まず、最初の竹口委員の質問の

了承できないという意味のところですけれど

も、これにつきましては、明確に反対という

ことは言っておりません。ただ、非常に科学

的に難しい分野の議論ですので、知事も委員

として出席してますけど、理解できてないと

いうか、その分については自分が納得できな

い分もあるんだから、主体である国交省さん

の方で県民にはちゃんとやってくださいよと

いう意味でというふうに私は理解しておりま

す。そういう意味では知事とのスタンスはそ

の分では同じでございます。

○竹口博己委員 わかりました。

○中原隆博委員長 よろしゅうございます

か。

○竹口博己委員 結構です。
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○中原隆博委員長 なければ、あとは報告事

項に対する質疑は終了いたします。

次に、そのほかで何かありませんか。――

なければ、以上で本日の議題はすべて終了い

たしました。

なお、最後に陳情書等が３件提出されてお

りますので、参考としてお手元に写しを配付

しております。

それでは、これをもちまして本日の委員会

を閉会いたします。皆さん大変御苦労さまで

ございました。

午後０時37分閉会

熊本県議会委員会条例第29条の規定により

ここに署名する

総務常任委員会委員長


